
産業医・産業看護職・衛生管理者の情報ニーズに応える

  2015.10

    
第82号

バックナンバーの閲覧と検索ができます。http://www.rofuku.go.jp/tabid/128/Default.aspx

職
場
環
境
改
善
と

ポ
ジ
テ
ィ
ブ
・

メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス

特
集

中
小
企
業
の
産
業
保
健

 （
株
）ナ
カ
サ

健
康
維
持
の
取
組
み
を

多
彩
に
展
開
し

元
気
な
職
場
づ
く
り
を
実
現

労働衛生対策の基本

化学物質管理と
有機溶剤



　C型肝炎治療は劇的な進歩を遂げ、発

熱や倦怠感、抑うつ気分など独特の副作

用があるインターフェロンという注射薬

による治療ではなく、経口剤のみでの治

療が可能となった。月２回の外来通院だ

けでよく、治療効果は90％以上で、重篤

な副作用も少ない。治療費は助成制度も

あり自己負担は月１～２万円で済む。

　これは産業保健の分野においても朗報

であり、今こそ肝炎ウイルス検査や陽性

指摘後の速やかな治療の推進や職場の取組み、上司等が助言できる環境整備が求められる。厚生労働省が推進する肝

炎総合対策推進国民運動事業「知って、肝炎プロジェクト」では、市民のみならず民間企業へもパートナー企業として

の参加を募り、啓発活動をサポートしている（図１）。

例年７月28日の日本肝炎デーには、厚生労働大臣、

同省特別参与で俳優の杉良太郎氏らが参加する「知っ

て、肝炎」キックオフミーティングが開催され（左写

真）、今年は10月14日に市民、企業、保険者向けの啓

発イベントとして「知って、肝炎プロジェクトin大阪」

が開催予定である（詳しくは「知って、肝炎」HPを参

照 http://www.kanen.org）。
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まとめ：C型肝炎は働きながら治す時代へ

・Ｃ型肝炎の抗ウイルス治療は昨年から劇的に進歩しました。
・12～24週間の内服のみでウイルスを駆除できるようになりました。
・抗ウイルス効果は90％以上で、大きな副作用もほとんどありません。
・原則、入院も必要なく、仕事も続けながら治療を受けられます。

図１. 「知って、肝炎プロジェクト」による企業サポート体制

C型肝炎の治療は新時代を迎えて、
働きながら治す時代に
肝がんの原因の８割はＣ型肝炎

日時：平成27年11月19日（木）13：30 ～ 17：50、11月20日（金）9：30 ～ 12：30
講演：「働くがん患者の支援～治療と仕事の調和に向けて～」（11/19）
　　　高橋 都 がんサバイバーシップ支援研究部長（国立がん研究センター がん対策情報センター）
場所：ソリッドスクエアホール
　　　（〒212-0013　神奈川県川崎市幸区堀川町580番地 ソリッドスクエア地下１階）
主催：独立行政法人 労働者健康福祉機構

平成27年度（第20回）産業保健調査研究発表会のお知らせ

「知って、肝炎」キックオフミーティングより（平成26年度）

 ● 「知って、肝炎プロジェクト」サイト上の活動状況報告
 ● 社内啓発活動のサポート
 ● 出前セミナーの開催
 ● 企業間情報交換　等

 ● 社員への冊子、ポスター、リングの配布
 ● 「知って、肝炎プロジェクト」サイトへの登録
 ● 勉強会・セミナーの開催
 ● アンケートの実施
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産業保健Book Review
1. 働く女性と健康 ─ 多様な視点からのヘルスケア
2. 日本で一番やさしい職場のストレスチェック制度の参考書
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するような対策が模索されている。さらに、専門職

のみによる対策から、自律的に対策を計画し、実施

していく、労働者が関与する取組みに移っていく必

要が認識されている。本年12月施行のストレスチェッ

ク制度は、総合的な職場のメンタルヘルス対策の中

の一つのパーツとして位置づけられているが、努力

義務とされているストレスチェック結果の集団分析
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　職場のメンタルヘルス対策は、従来の疾病対策

（ケースマネジメント）から、リスクの程度を評価（リ

スクアセスメント）して、予防的・組織的なリスクの

マネジメントによって対策を講じることが国際水準

になりつつあり、将来的には、産業の生産性に寄与

職場環境改善と
ポジティブ・メンタルヘルス
　仕事によるストレスは個人の問題だけでなく、職種や職位、職場の特徴によっても
多様である。近年、ストレス対策やメンタルヘルス対策に取り組む事業場は増えてお
り、ストレスチェックの集団分析による職場改善などの背景もあることからストレス
要因の低減や問題解決への感心が高まっている。
　本特集では、ストレスが少なく働きやすい職場づくりや職場のコミュニケーショ
ン向上のために、産業保健スタッフや事業者が取り組むべき連携体制の構築や職場
におけるハード面、ソフト面の見直し方など、職場環境改善を実施する上でのポイ
ントを専門家による解説や事例で紹介する。

職場環境改善と
ポジティブ・メンタルヘルスの
有効性

特
集

1. はじめに

1●特集

つつみ　あきずみ ● 北里大学医学部公衆衛生学教授。専門は、行動医学、心理社会的要因が健康に及ぼす影響、産業医学・健康管理、職業性ストレスの健康
影響、健康の社会決定要因。

北里大学医学部公衆衛生学教授　堤　明純



　集団ごとの集計・分析の結果は、往々にして当該

集団の管理監督者の評価と受け取られることがあり、

集団分析の目的である職場環境等の改善に上手に活

かされないことがあるため、その集計・分析方法や

情報の共有範囲を含む結果の取り扱いについて、あ

らかじめ衛生委員会等で審議・策定し、労働者が率

直に回答できるような環境整備をしておくことが必

要になる。情報の共有範囲等は適宜見直して構わな

い。職場環境改善に対する理解が進み、集団分析結

果を「改善」の主旨に沿って利用できるようになると、

徐々にオープンな形で集団分析結果を扱えるように

なる。

　職場ストレス対策の第一次予防方策として、職場

環境改善は、ストレス関連疾患予防とともに生産性

向上に有効であることを示す科学的根拠が集積して

おり、メンタルヘルス対策のみならず、労働者の健

康向上を目指す方策の世界的潮流となっている。世

界保健機関（WHO）は、労働者の健康に寄与した職場

環境改善について世界各国の事例を積極的に収集し、

支援ツールや好事例の提供を行っている。

　ストレスチェックの集団分析結果は、職場環境改

善のための具体的な改善項目を抽出するヒントとな

り、改善活動の指標となる。基本的な方法は、集団

分析の結果に基づいて、その職場の有害要因を同定

し、なくす（減らす）、もしくは、好ましい要因を増
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と、それに基づく職場環境改善はこれらの流れに沿

うものと考えられる。さらに、近年、心理社会的要

因のポジティブな側面が注目されていて、職場環境

改善とともに、労働者の生産性向上にかかわる有用

な概念となると考えられている。

　本年12月から施行されるストレスチェック制度に

おいて、事業者は、実施者に、ストレスチェック結

果を一定規模の集団ごとに集計・分析させ、その結

果を勘案し、必要に応じて、当該集団の労働者の実

情を考慮して、当該集団の労働者の心理的な負担を

軽減するための適切な措置を講じるように努めなけ

ればならない（努力義務）とされている。いわゆる、

集団に対するストレスチェックの事後措置に当たる。

　職場環境を共有し、かつ業務内容について一定の

まとまりを持った部もしくは課などの集団について、

実施される職場のストレス診断には、表１に挙げた

ように、種々の活用法がある。集団分析を行うにあ

たっては、あらかじめ、管理監督者研修等によって、

これら分析の活用の目的と意義について十分な理解

を得るようにしておく。すなわち、集団分析の結果は、

これを基によりよい職場環境を形成するための、対

話や成長のための道具として考えられるべきで、成

績表と考えられるべきではなく、ストレスチェック

を利用して、改善を重ねていくという考え方を理解

してもらうようにする。

表１. 職場のストレス診断の一般的な活用法

　特集　職場環境改善とポジティブ・メンタルヘルス

2. 集団分析

3. 職場環境改善の有効性

・職場ストレスの実態把握（サーベイランス）、モニタ

リング

・ハイリスク職場の同定

・ストレスが気になる職場におけるストレス要因の有

無の調査  

・事業所内での職業性ストレス要因の比較

・職場環境等改善対策の指標

・職業性ストレス要因が健康に及ぼす影響の調査研究

表２. 職場環境改善のための改善項目選択のポイント

・集団分析の結果を用いて、「弱みをなくす・補強す

る（障害を取り除く / 補償）」視点と「強みを伸

ばす」視点を持つ

・実効性と低コストを意識する

・職場の諸活動とすり合わせる（職場環境改善と生

産性向上を並立させる）

・類似した部署の改善事例を参考にする

・企画段階で全員が関与する

・改善方法を具体的に理解できる

・産業保健上・生産性向上の効果を説明できる
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加させる等の改善を行うものである。ストレスチェッ

クの結果自体は抽象性の高いもののため、有害要因

の同定に当たっては、ストレスチェック結果がどう

してそのようになったのか、職場に特異的な要因を

抽出する作業が必要となる。職場環境改善には、①

主として事業者や（安全）衛生委員会が行う職場環境

改善、②主として管理監督者が行う職場環境改善、

③従業員参加型の職場環境改善がある。事業場のリ

ソースや事情に合わせて、いずれの方策が選択され

てもよいが、職場を熟知している従業員のアイディ

アを改善に活かすことは合理的である。ストレス

チェックで利用する尺度で、すべての有害要因が把

握できるとは限らないため、従業員の意見を聞いて

要因を把握することは大変有用である。

　改善活動の留意点としては、変更不可能な職場の

「基本的な条件」と、変更可能な要因との区別をする。

さらに、解決策は現場で考案され、企業の諸活動と

すり合わされるべきである。仕事の要求度を減らす

ために生産量を減ずるようなことはナンセンスで、

できること、変えられるものを改善する。予算的な

問題等で改善活動に着手できないような課題は、改

善できない理由とともに積み残しのリスクとして記

録をしておき、条件が整い次第、対応する、または、

別の改善で補ったり、サポートを増強したりするよ

うにする。つまり、トータルとしてリスクの低減を

目指すことが肝要で、集団分析結果が良好な職場で

あれば、よくできている部分をさらに伸ばすことも

考えてよい（表２）。職場改善活動の効果は、翌年度

のストレスチェックの集団分析の結果と比較して、

検証するようにする（改善活動の指標としての集団分

析の活用）。

　近年、組織の公正性や職場のソーシャル・キャピ

タルなど高次の組織レベルの心理社会的要因を測定

した職業性ストレス対策や、ワーク・エンゲイジメ

ントなどポジティブな心理社会的側面に着目したメ

ンタルヘルスが注目され、イギリスなどでは、国の

ガイドラインに盛り込まれるようにもなっている。

　たとえば、イギリス国立医療技術評価機構（National 

Institute for Health and Clinical Excellence; NICE）

4. ポジティブ・メンタルヘルス
　 の有効性

図１. 新職業性ストレス簡易調査票が想定している健康いきいき職場の理論モデル

仕事の量的負担　仕事の質的負担　身体的負担　
情緒的負担　対人関係　役割葛藤　

ワーク・セルフ・バランス　（ネガティブ）

健康いきいき職場環境 健康いきいきアウトカム 期待される成果

仕事の負担

健康障害 /
健康増進プロセス

仕事のコントロール　仕事の意義
役割明確さ　成長の機会

上司の支援　同僚の支援　
経済地位 /尊重 /安定報酬

上司のリーダーシップ　上司の公正な態度
ほめてもらえる職場　失敗を認める職場

経営層との信頼関係　変化への対応　
個人の尊重　公正な人事評価　

キャリア形成
ワーク・セルフ・バランス

個人と組織の
活性化プロセス

ハラスメント防止
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活動は、労働者の心理的

資源を向上させることが

示されている（図２）。例

えば、参加と対話により

職場における民主的な風

土、公平な感覚、同僚間

のサポートの醸成が期待される。さらに、労働者が

直接に参画して得られる学びや成功感覚を通して、

労働者のコントロール感覚やスキル、自己効力感が

増大することが示されている。

　職場のメンタルヘルス対策の方法として、組織レ

ベルや職場の心理社会的要因のポジティブな側面の

評価とアプローチが注目されており、組織の生産性

向上をアウトカムとした有効性が示されている。ス

トレス要因の削除・減弱に加えて、心理的な資源に

着目して職場の強みを伸ばすことで、職場環境改善

の有効性を向上させることが期待される。また、従

業員の参加を取り入れるなどの改善活動の方法論を

工夫することで、ネガティブ、ポジティブ両面から

メンタルヘルス対策が進む可能性がある。職場環境

改善とポジティブ・メンタルヘルスは、これからの

職場のメンタルヘルス対策のキーとなる方策であり、

概念となる。

では、個人、企業、社会にとっての心の健康の重要

性を説き、従業員の心の健康（mental well-being）に向

けた戦略的で調和の取れた対策を行う、従業員の心

の健康を増進しリスクをマネジメントする機会を把

握する、フレキシブルな労働を推進する、管理監督

者の役割を重視する、中小企業を支援するといった

推奨項目を挙げたガイダンスを発行している。

　ワーク・エンゲイジメントは、仕事のストレスな

どの結果が生じるバーンアウトと対立する概念で、

仕事に誇りややりがいを感じて熱心に取り組み、仕

事から活力を得ていきいきしている状態を指す。ワー

ク・エンゲイジメントは、サポートや自律性、（好ま

しい）フィードバックといった職場における心理的資

源が増加すると醸成され、また、その帰結として、

売り上げや顧客満足度の増加、転職率や労働日数損

失の低下といった、組織の生産性向上に通じるとす

るエビデンスがある。

　このような知見や、経営者および労働者代表、産

業保健専門職、研究者らの討議を経て、組織の公正

性や職場のソーシャル・キャピタルなど事業場や企

業の組織資源や、ワーク・エンゲイジメントなどポ

ジティブな結果指標に焦点を当てたモデルが提案さ

れ、新職業性ストレス簡易調査票が開発された（図

１）。

　職場環境改善において、職場の強みを伸ばす方策

は、心理社会的要因のポジティブな側面へのアプロー

チに通じるものであるが、特に従業員参加型の改善

参考文献
1）World Health Organization: Healthy workplaces: a WHO global model 
for action. 

　 http://www.who.int/occupational_health/healthy_workplaces/en/
2）Tan L, Wang MJ, Modini M, et al:｠Preventing the development of 
depression at work: a systematic review and meta-analysis of 
universal interventions in the workplace.｠ BMC Med 2014 May 
9;12:74. doi: 10.1186/1741-7015-12-74.

3）厚生労働省：厚生労働科学研究費補助金 労働安全衛生総合研究事業「労
働者のメンタルヘルス不調の第一次予防の浸透手法に関する調査研究」平
成21-23年度総合研究報告書（主任研究者：川上憲人）．2012

4）川上憲人, 小林由佳：ポジティブメンタルヘルス―いきいき職場づくりへの
アプローチ. 培風館, 東京: 2015.
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Kompier et al.  1998; Rivilis et al.  2006; Mikkelsen et al. 1999; 2000; Aust et al. 2004; 
Karasek. 2004; Kobayashi et al. 2008; Bourbonnais et al. 2006; 2011

•実際の関与と学び
•成功体験

•コントロール
•技術
•自己効力感

•民主的風土
•公平感
•サポート

•参加と対話

5. おわりに

図２. 参加型職場環境改善と健康を結ぶメカニズム
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　近年の社会経済状況の変化にともない、職場のメ

ンタルヘルス活動では、精神的不調への対応やその

予防にとどまらず、個人や組織の活性化を視野に入

れた対策を行うことが、広い意味での労働者の「ここ

ろの健康」を支援する上で重要になってきた。このよ

うな流れを受け平成12年前後から、心理学および産

業保健心理学の領域でも、人間の有する強みやパ

フォーマンスなどポジティブな要因にも注目する動

きが出始めた。このような動きの中で新しく提唱さ

れた概念の１つが、ワーク・エンゲイジメント（Work 

Engagement）1, 2）である。

　ワーク・エンゲイジメントとは「仕事に誇りややり

がいを感じている」（熱意）、「仕事に熱心に取り組ん

でいる」（没頭）、「仕事から活力を得ていきいきとし

ている」（活力）の３つがそろった状態であり、バーン

アウト（燃え尽き）3）の対概念として位置づけられてい

る。バーンアウトした従業員は、疲弊し仕事への熱

意が低下しているのに対して、ワーク・エンゲイジ

メントの高い従業員は、心身の健康が良好で、活力

にあふれ、仕事に積極的に関与し、生産性も高いこ

とがわかっている1, 2）。

　ワーク・エンゲイジメントを高めるための方策に

は、従業員個人に向けた方策と組織全体に向けた方

策があるが、本稿では組織全体に向けた方策に注目

する。これまでの職場のメンタルヘルス対策では、心

身の不調者が少ない職場を健康的な職場と考え、ス

トレスの少ない職場づくりに努力してきた。図１で

は、横軸の左側（ストレスの高い状態）から、右側（ス

トレスの低い状態）に移行させるために、さまざまな

対策を行ってきた。たしかに、ストレスの少ない職

場は快適ではあるが、健康で「いきいき」と働くこと

を目指す上では十分ではない。そのため、活力が高く、

かつ心身の健康度も高い「活性化職場」に向けた対策

が、これらの組織マネジメントでは大事になる。以

下では、組織づくりのヒントとなる視点を、２つ紹

介する。

　図２は、「仕事の要求度－資源モデル」4）といわれる

概念モデルを図示したもので、「動機づけプロセス」

と「健康障害プロセス」の２つのプロセスから構成さ

れている。図の下半分に描かれている仕事の資源／

個人資源→ワーク・エンゲイジメント→健康・組織

アウトカムの流れは、「動機づけプロセス」といわれ

ている。一方、図の上半分に描かれている仕事の要

求度（仕事のストレス要因）→ストレス反応（バーンア

ウト）→健康・組織アウトカムの流れは「健康障害プ

ロセス」といわれている。

　従来のメンタルヘルス対策では、上半分の「健康障

害プロセス」に注目し、仕事の要求度によって生じた

ストレス反応（バーンアウト）を低減させ、健康障害

を防ぐことに専念していた。しかし、健康的な職場

づくりでは、２つのプロセスの出発点である「仕事の

要求度」の低減と「仕事の資源」の向上に注目する。こ

のうち、仕事の資源は、ワーク・エンゲイジメント

の向上だけでなく、ストレス反応（バーンアウト）の

低減にもつながることから、仕事の資源の充実と強

ワーク・エンゲイジメントと
ポジティブ・メンタルヘルス

2●特集

しまず　あきひと ● 東京大学大学院医学系研究科精神保健学分野准教授。専門は臨床心理学、産業・組織心理学、産業精神保健。近著に「職場のポジティブ
メンタルヘルス：現場で活かせる最新理論」（誠信書房）など。

東京大学大学院医学系研究科精神保健学分野准教授　島津明人

3. ワーク・エンゲイジメントを
　 高めるには？

1. はじめに

2. ワーク・エンゲイジメントとは

1）仕事の要求度の低減＋仕事の資源の向上
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化が、健康的な職場づくりでは特に重要になる。

　仕事の資源の充実と強化を図る際、それぞれの職

場や従業員には、どんな種類の資源がどの程度ある

のかを把握することが最初の出発点となる。その際、

資源を作業・課題レベル（普段の業務や作業に関する

もの）、部署レベル（チームや部署の人間関係に関す

るもの）、事業場レベル（組織のあり方に関するもの）

の３つの水準に分けると、対策を立てやすくなる。

それぞれの資源を定量的に評価するためのツールと

して、新職業性ストレス簡易調査票を活用すること

も可能である。この調査票は、厚生労働省の研究班

によって開発されたもので、次のWEBページから質

問項目をダウンロードすることができる（http://mental.

m.u-tokyo.ac.jp/jstress/）。

　ワーク・エンゲイジメントに注目した職場のメン

タルヘルス対策、組織マネジメントにおけるポイン

トを、以下に示す。

（1）組織の健康度を、ストレスの高低とともに活力の

高低にも注目し、双方が良好な状態、すなわちワー

ク・エンゲイジメントの高い状態を目指す。

（2）ワーク・エンゲイジメントを高めるためには、仕

事の要求度の低減だけでなく、仕事の資源の向上

にも注目する。前者は組織の弱み（働きにくさ）、

後者は組織の強み（働きやすさ）ともいえる。弱み

を克服するという視点よりも、強みを伸ばすとい

う視点の方が、取り組みやすく、その取組みも長

続きする。

（3）それぞれの職場や従業員には、どんな種類の資源

がどの程度あるのかを把握する。その際、作業や

課題に関するもの、チームや人間関係に関するも

の、組織のあり方に関するもの──の３つの水準

に分けると整理しやすくなる。

（4）仕事の資源を高めるための対策を行う。各種の研

修、上司との定期的な面談、配置転換、キャリア

開発などさまざまな対策を活用する。新たな対策

を設定するだけでなく、既存の対策を見直し、上

手に活用することがコツとなる。

　本稿では、健康の増進と生産性の向上を両立させ

るための考え方としてワーク・エンゲイジメントを

紹介し、ワーク・エンゲイジメントの向上に注目し

た職場のメンタルヘルス対策と組織マネジメントへ

のヒントを提供した。今後、産業保健とマネジメン

トとが協調し、従業員の幸せと組織の生産性の双方

の向上につながる活動が、より活発になることを願っ

ている。

図１. 本当に「健康的な」職場とは？ 図２. 仕事の要求度－資源モデル　

参考文献
1）Schaufeli WB,Salanova M,Gonzalez-Romá V,et al. The measurement 
of engagement and burnout: A two sample confirmative analytic 
approach. Journal of Happiness Studies 3: 71-92.2002.

2）島津明人. ワーク・エンゲイジメント：ポジティブメンタルヘルスで活力ある毎日を. 
労働調査会.2014.

3）Maslach C,Leiter MP. The truth about burnout: Howorganizations 
cause personal stress and what to do about it. SanFrancisco : 
Jossey-Bass.1997.

4）Schaufeli WB,Bakker AB. Job demands,job resources,and their 
relationship with burnout and engagement: a multi-sample study. 
Journal of Organizational Behavior 25: 293-315.2004.
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文献2） 図17（p59）をもとに作成
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職員参加型職場環境改善事業
「職場ドック」の取組みとその効果

3●特集

すぎはら　ゆき ● 高知県総務部職員厚生課 職員健康推進監・産業医。

高知県総務部職員厚生課　杉原由紀

　高知県庁における「職場ドック」の取組みは、スト

レスが少なく働きやすい職場づくりと職場のコミュ

ニケーション向上等を目的とした職員参加型の職場

環境改善事業である。

　高知県庁では、「心とからだの健康づくり計画」を

策定し、研修や相談事業、職場復帰支援制度の充実

など、さまざまな対策に取り組んでいるが、これま

での取組みは個人へのアプローチが中心だった。メ

ンタルヘルス不調の要因としては働き方や職場環境

が原因と考えられたり、その悪化要因に関連してい

るケースもあるが、直接的な対策が難しいのが現状

である。そこで、平成22年度より、ストレスが少な

く働きやすい職場づくりを目指し、 職場のメンタルヘ

ルス対策としての職員参加型職場環境改善事業に取

り組んでいる。

　「職場ドック」の名称には、人間ドックを毎年受けて

自らの健康を確認するように、職場においてもメン

バー全員で職場の点検をし、よい点を認め合ってさら

に改善につなげていくという思いが込められている。

　「職場環境改善のためのヒント集（中災防）」を高知県

庁版に改訂し、メンタルヘルス対策として取り組みや

すい６つの項目（A.ミーティング・情報の共有化、B.ON

（仕事）・OFF（休み）のバランス、C.仕事のしやすさ、

D.執務内環境の整備、E.職場内の相互支援、F.安心で

きる職場のしくみ）を盛り込んだ「メンタルヘルス・ア

クションチェックリスト」を作成した（図１）。

　この①メンタルヘルス・アクションチェックリス

トとあわせて、②個人用ワークシート、③グループ

討議用ワークシート、④改善事例シートも高知県庁

版を作成し、これらを用いて職場ごとにグループ討

議し、改善計画を立て、それぞれ職場環境の改善に

取り組むことにした。ここで配慮したのは、まず自

分達の職場のよい点を職場内で共有することである。

次に改善点を「働きにくさはどこにあるか」「どこを

改善すれば働きやすくなるか」「そのために自分達で

どんなことができるか」といった視点で話し合い、で

きることから、特に簡単で手軽にできることから、

楽しみながら取り組んでいく。

　公務職場は毎年４月に人事異動があり、職場環境

は毎年変化がある。このため職場ドックの取組みは

１年間での完結型とした。４月に管理職の研修会を

行い、職場環境改善への理解を深めるとともに、５

月には各職場の「職場ドックリーダー」の勉強会を開

催、実際にチェックリストやワークシートを使用し

て演習を行う。６月から11月の間に、職場ドックリー

ダーが中心となって実際に各職場での取組みが行わ

れ、進行状況の把握を行うために８月末に中間点検

を行っている。そして12月には各職場からの改善事

例が提出され、翌年１～２月には、各職場からの「改

善事例シート」を安全衛生委員会にて審査し、「職場

ドック大賞」１所属、「職場ドック特別賞」２所属、Ａ

～Ｆの各部門賞12所属の授賞を決定し、良好事例の

1. はじめに

～いきいき職場は心とからだの健康から　元気な県庁へ～

2. 継続するための工夫
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報告会と表彰式を開催している。

　継続するための工夫としては、マニュアルには、「職

場ドックを成功させるための６か条」を盛り込み、な

じみやすいように、キャラクター「ハタラキヤスク

スルドック３兄弟（改（かい）くん、善（ぜん）くん、○

（まる）ちゃん）」を作成、「職場ドック通信」の発行や

広報誌などを用いて取組みの支援と情報提供も行っ

ている。また、これら良好事例を中心にまとめた「職

場ドック改善事例集」を発行して、良好事例の普及に

取り組んでいる。毎年、良好事例の報告会と表彰式

を開催しているが、表彰式のプレゼンターは知事で

ある。トップの事業への理解も全庁への展開、事業

の継続には重要なポイントとなっている。

　全庁166所属のうち、平成23年度には、140所属か

ら228件、平成24年度には157所属273件、平成25年度

には162所属238件、平成26年度には155所属250件の

職場改善事例が報告され、ほとんどの職場で改善へ

の取組みが行われた。

　例えば、朝礼や終礼の実施による情報共有や、棚

の配置換えや机上の書類の整理、書架等の固定など

によりスッキリと見通しのよい執務環境が生まれ、

職員の往来も円滑になりグループ間での意思疎通に

もつながりコミュニケー

ションが向上したという所

属や職員の経験や年齢構成

に配慮した座席の配置を

行った所属等もあった。ま

た、来客（県民）に対するサー

ビスの向上にもつながった

事例や入口の扉をすりガラ

スの窓付きのものにするな

ど安全対策にも広がった取

組みもあった。

　改善策を出して職場環境

の改善を行うことは、職場

巡視や上司からの改善命令

でも行うことができるが、

チェックリストを用いてグループ討議を行うことに

より、「ちょっとしたことだが、普段言いにくいこと」

や「気にはなるが、あえて言うほどでもないこと」な

どを出し合い、お互いが職場のことについてどう考

えているかの理解が深まることにより、職場内での

コミュニケーションの活性化につながっていく。

　コミュニケーションの活性化は、「活性化しよう」

という掛け声では実現しない。「職場ドック」は、職

員間の相互理解や職場のコミュニケーションの向上

につながり、ストレス要因を各職場で解決すること

からストレスの少なく働きやすい職場をつくる仕組

みづくりのツールとなり得ると考えている。

　一部の所属からは、「全員で取り組むことができな

かった」「忙しいので、時間を割くことができない」

「ハード面の改善はできたが、ソフト面の改善はでき

ていない」等の意見や感想もあったが、「まずはでき

ることから」を基本に、さらに働きやすい環境づくり

をすすめていくよう啓発や支援が大切と考えている。

　職員一人ひとりが大切にされ、いきいきとやりが

いを持って働くことができる職場づくりを目指して、

職場環境の改善と職員の心とからだの健康づくりを

推進する「いきいき職場は心とからだの健康から 元

気な県庁へ」をスローガンに、今後も取組みを継続し

ていきたい。

3. 取組みの成果と課題

掲示板、作業計画表、日ごとの
分担表などを活用して、必要な情
報が全員に伝わるようにします。

業務のすすめ方や、特定個人に
仕事が偏らないように業務の配分
について、チームの話し合いで決
めるようにします。

業務のスケジュールについて職
員が参加するミーティングを定期
的に開催します。

□いいえ
□はい
　　□優先します

□いいえ
□はい
　　□優先します

□いいえ
□はい
　　□優先します

□いいえ
□はい
　　□優先します

(追加項目 )

項目 チェック

1

2

3

4

●職場ドックチェックリストの使い方●
1. 職場でどのように働いているかを振り返りながら、項目ご
とに、その提案が当てはまるかどうかをチェックします。

2. それが既に行われているか、不必要と思われる場合は
「いいえ」を選び、もし、その提案を行うべきだと思う場
合は、「はい」にチェックします。

3. 既存の良い点（すでに実践されている事例）や改善の
アイデアを下の欄へメモしておきます。

4. すべての項目にチェックし終えたら、「はい」にチェック
をした項目のうち、重要と思われるものをいくつか選ん
で「優先します」にチェックを付けます。

■ 朝礼を実施
■ 係（チーム）単位での短時間ミーティングを定期的に実施
■ チーム間の調整会議を定期的に実施
■ イベントや会議の開催に向けた打ち合わせをこまめに実施
■ 窓口、電話対応に必要な情報を全員に周知
　・対応マニュアルや簡単な概要を作成
■ 職員全員のスケジュールを共有
　・共有フォルダ内の「スタッフ日程表」（週間・月間・年間予定）
　・予定表ボード（毎日予定）

〈参考事例〉
こんなことやっています。

次男「ぜん（善）」

長女「まる（。）」
既に実践されている事例や改善が必要であるとした理由、
対策のアイデアをメモしておけば、あとの個人ワークシート
作成で役立ちます。

（memo）

最後に、重要と思わ
れるものにチェック
を付ける。

長男「かい（改）」

上記以外で提案があれば
加えてください。

職場ドックチェックリスト

　　Ａ． ミーティング・情報の共有化

このような改善が必要ですか？

図１. 職場ドックチェックリスト（例）
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4●特集：企業事例

MMCテクニカルサービス株式会社
　MMCテクニカルサービス(株)（以下、MTECS）は、

三菱自動車グループの一員として、工場建設・営繕工

事をはじめ、工場内の電気・ガス・水道等の動力源の

供給や工具の研磨など、現場になくてはならない環境

を24時間365日維持し、自動車生産を支えている。今

回は、同社が取り組む『健康いきいき職場づくり』につ

いて、CSR室長の黒柳正美さんにお話を伺った。

　MTECSが抜本的な職場環境改善に取り組み始めた

のは、平成26年から。それまで同社では、年間数件の

メンタルヘルス不調事案が発生し、その都度対応に奔

走するという状態だった。「これでは、モグラたたき

のようだ…」と悩んだ黒柳さんは、健診機関で行われ

た『健康いきいき職場づくり』のセミナーに参加した。

「ここで、川上憲人教授（東京大学）の講演を聞いて、

目からウロコが落ちました。メンタルヘルス対策は一

次予防が重要、そのためには会社が社員のモチベー

ションを上げることが重要ということが理解できたの

です」と振り返る。すぐに三木哲郎社長に報告し、話

を聞いた三木社長も平成26年度の経営方針に『健康い

きいき職場づくり』を取り入れることを即決した。

　さらに同社は、（公財）日本生産性本部が実施する

『健康いきいき職場づくりスタータ認証』を取得。「ス

タータ認証は、これから取り組む会社を認証する制度

ということでしたので、弊社もすぐに手を挙げて、受

審しました」と、黒柳さん。

　スタータ認証を取得したMTECSだったが、「一体

何から始めればいいのか？」という壁にぶつかった。

ここでMTECSは、川上教授が発表した、『健康いき

いき職場づくり８つのステップ』（表１）に基づき、忠

実に実践してみることにした。

　MTECSは、親会社の国内工場の生産サポートに特

化した企業であり、海外に事業を展開しておらず、自

動車産業の海外進出の現状に鑑みると、先行きに不安

を感じる社員も少なくなかった。このことが職場全体

の士気低下にもつながる懸念もあったため、８つのス

テップを踏まえ、三木社長が各事業部へ出向き、経営

方針や10年後のビジョン、『健康いきいき職場づくり』

の実施を直接伝え、会社の将来像を社員全員で共有す

ることから活動をスタートさせた。

　計画を立て、委員会等を設置した次の段階として、

MTECSは「具体的にどんな活動をするか？」と考え、

他社の好事例の収集を始めた。セミナーや資料、雑誌

等で得た好事例の概要を『アイデアのタンス』と名づけ

たエクセルシートに次々と入力し、その中から、自社

でもできそうな取組みを選び、試す。タンスの中には

常に新しい情報を入れ、中身が古くならないよう、ア

ンテナを張り続けている。

　『アイデアのタンス』を使う際のポイントとして、

「うまく活用できない場合は、すぐにやめます。『やら

され感』があると職場はいきいきしないため、『やめる

のも文化』と思っています。好きなアイデアを選び、

続けられる取組みを推進して職場が活性化できれば、

と考えています」とのこと。

　本格的な活動を開始するにあたり、まずは岡山県に

ある水島事業部の３部門（約80人）をモデル職場とし、

今年４～６月の３カ月間『健康いきいき職場づくり』を

実践した。

　はじめに、３部門の課長・作業長がそれぞれの考え

を共有するため、業務を通じて得られるやりがいや生

1. 『健康いきいき職場づくり』を
　 経営方針に組み込む

2. 好事例を集めてタンスに入れる

3. モデル職場から職場環境改善

『アイデアのタンス』から職場が
いきいきする取組みを試す
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MMCテクニカルサービス株式会社　
事業内容：生産サポート（整備保全）、建築設計施工など
設　　立：1988 年
従業員：403人
所在地：本社：京都府京都市（事業所：東京、名古屋、京都、岡山）

会社概要

きがいについて、堅苦しくなく気軽に話し合える『ワ

イガヤ』ミーティングを行った（写真１）。その後、ア

イデアのタンスから、『健康いきいき職場づくり活動

板』を活用し、経営方針や、『健康いきいき職場づくり』

の概要、職場改善、各職場の紹介等を載せるほか、よ

い行動や気遣いをした人へ感謝の気持ちを伝える『サ

ンクスカード』（JR西日本のアイデア）や『趣味の写

真』、『職場内レクリエーション企画の案内』コーナー

をつくり、みんなに見てもらえる掲示板を作成した。

『サンクスカード』（写真２）は、「当たり前にやってい

たことでカードをもらい、嬉しかった」などの感想が

挙がっている。

　また、ある部署では、朝礼後に『５分間雑談』を実施。

話題は仕事以外のことに限定したところ、お互いの趣

味や家族の話など知らなかった一面が見えて非常に盛

り上がり、１カ月後には、部署の自主的なレクリエー

ションとして、休日に日帰り小旅行まで開催された。

『ホメホメ隊』（DIC埼玉のアイデア）も実践してみた

ところ、ほめられると嬉しい気持ちから自然といきい

きし、自ら細かいことに気づいて率先して行動する人

が増えたそうだ。

　さらに、今回の取組みで３部門の課長・作業長が一

堂に会して話し合う機会ができたことで、いつの間に

か『班長会』も結成されるほどコミュニケーションが活

発になったという。日頃の作業や部署間の連携にもよ

い影響が出てきている。

　MTECSでは、水島事業部でのトライアル期間中か

ら並行して、管理職を対象としたワークショップや研

修を開始。７月からは『健康いきいき職場づくり』の全

社展開を始めた。会社側の配慮として、活動が負担に

ならないようミーティング等も就業時間内とするほ

か、社長表彰の一部を『事業部長表彰』と改め、よい活

動をした際には、いつでも表彰や評価ができる環境を

整えた。

　これらの活動が徐々に浸透し、水島事業部と同様に

同じ地区内の上長同士のコミュニケーションが活発に

なったほか、「水島事業部や他の地区の取組みを聞い

てみたい、見てみたい」という意見が多く挙がり、活

動全体の活発化の兆しも見えてきた。そして、黒柳さ

ん自身も、ポジティブな活動を推進することで職場と

社員の反応の変化や効果を実感し、やりがいを感じる

機会が増えたという。

　最後に黒柳さんは、「それぞれの職場がついていけ

るスピードと目線で活動をすることが大切だと感じて

います。正直なところ、この活動に不信感を持ってい

る人もまだゼロではありません。慌てずに活動の本質

を見てもらい、理解してもらえるよう努力し、『やら

され感』なく自分達のペースで続けていけるよう進め

てまいります」と、力を込めた。

写真１.　「ワイガヤ」ミーティングの様子

　特集　職場環境改善とポジティブ・メンタルヘルス

表１. 健康いきいき職場づくり８つのステップ

健康いきいき職場づくりフォーラム. 健康いきいき職場づくりガイダンス（１）健康いきいき職場づくりの８つ
のステップ, 2012.

1.　関係者の組織的な関与を確保する
2.　健康いきいき推進委員会を設置する
3.　健康いきいき職場づくりのビジョンを考える
4.　健康いきいき職場づくりの周知方法を考える
5.　組織を多面的に評価する
6.　健康いきいき職場づくりを計画する
7.　計画を実行しフォローアップする
8.　健康いきいき職場づくりをさらに展開する

写真２.　健康いきいき職場づくり活動板とサンクスカードの例

4. 全社展開もスタート
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　産業現場において使用される化学物質は６万種類を

越えて新規の化学物質も年々増加しています。このよ

うな状況の中、個別の物質ごとの法規制ですべての化

学物質管理に対応していくことは困難であるといわざ

るを得ません。その理由は、法規制には時間を要する

ため後追い型の対策になりやすく、膨大な数の化学物

質規制まで個別規制では十分届かないからです。法規

制はもちろん重要ですが、それだけではなく、化学物

質を使用するすべての事業者が適切な化学物質管理を

通して、労働者の健康を守ることが必要となります。

昨年の改正労働安全衛生法（以下、改正安衛法）や第12

次労働災害防止計画（以下、12次防）では、そのような

観点からリスクアセスメントやSDS（安全データシー

ト）交付の普及、作業環境管理の徹底等を通して、個

別規制だけではなく、自主的な化学物質管理を強化し

ています。

　改正安衛法では、例えば、特に労働者への危険また

は健康障害を生じるおそれが高いことが判明している

物質はすでに製造禁止や個別規制となっていますが、

その数は約120種類に過ぎません。また一定の危険・有

害性が認められる約640種類の物質については、改正安

衛法により対策が強化され、個々の化学物質のリスク

アセスメントが事業者の義務となりました（図１）。

　しかし、その他の６万物質についてはまだ危険性や

有害性について十分に確認されていないため、その使

用にあたっては適切に化学物質管理を行い、労働者を

危険や健康障害から守る必要があります。第12次労

働災害防止計画においても、リスクアセスメントの促

進と危険有害物情報の適切な伝達・提供、作業環境管

理の徹底と改善が化学物質による健康障害防止対策と

して掲げられています（表１）。

　以上のように、化学物質管理の目的は、法規制への

対応だけでなく、リスクアセスメントや情報伝達、作

業環境管理等を通じて、労働者の健康障害を守ること

にあります。

　まず、化学物質管理における基本的な考え方として、

図２にあるようなプロセスが重要です。

　最初のステップでは、事業場で使用している化学物

質をすべて把握できる仕組みが必要です。製造部門だ

けでなく、研究開発部門など少量多種類を使用する職

場も念頭におきます。２番目に、化学物質のリスクア

セスメントとして、製品のSDSをもとに、健康障害

のリスクだけでなく、火災リスクなども含めた危険性・

有害性を把握し、対策に役立てます。SDSはコント

ロール・バンディング（コラム２参照）を実施する際に

も有効です。ここでのポイントは、危険・有害物質に

おいては、毒性の少ない代替物質がある場合にはなる

べく代替していくという点です。有機溶剤から水性の

ものに切り替えたり、同じ化学物質でもより有害性の

労働衛生対策の基本 ⑥

化学物質管理と有機溶剤
産業医科大学 産業生態科学研究所 作業関連疾患予防学研究室 非常勤助教　岩崎明夫

いわさき　あきお●産業医科大学産業生態科学研究所作業関連疾患予防学研究室非常勤助教。専門は作業関連疾患予防学。主に過重労働対策、メンタルヘルス
対策、海外渡航者健康管理対策、両立支援の分野で活躍。

1.化学物質管理の目的

2.化学物質管理の基本的考え方
　と有機溶剤

　「化学物質管理」と聞くと思わず構えてしまいますが、産業現場では６万種類を越えるさまざまな
化学物質が使用されており、その取扱いや管理方法を誤ると労働者の安全・健康に大きな影響を及
ぼすものも少なくありません。最近では国が定める第12次労働災害防止計画や平成26年の改正労働
安全衛生法においても化学物質管理が重要なポイントとなっています。
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図１. 化学物質管理のあり方の見直し（改正安衛法）

低いもので同様の活用ができるもの

を検討します。

　次に、化学物質を利用する作業工

程に基づき、作業環境管理の徹底と

改善を行います。その際の原則は、

発生源対策を優先するということで

す。工程上の発生源を密閉や隔離することができれば、

作業環境は劇的に改善します。しかし、工程上、発生

源対策が十分にできない場合も多く、その場合には局

所排気装置や全体換気装置を適切に設置します。局所

排気装置を設置する場合にも、極力発生源に近づける

ことで無駄な拡散を防止するとともに、制御風速を確

保して十分に排気が機能するように設置することが大

切です。また作業環境を維持するために、作業環境測

定を実施し、評価と改善を継続することが大切です。

　さらに、作業管理を通じて、化学物質のばく露を避

けることも大切です。工程を検討して、化学物質の取

扱量を削減すること、作業時間を短くすること、保護

具を確実に利用すること等があります。定められた保

護具をきちんと着用しているか、フィルターの管理や

保管場所にも留意しているか等は現場の管理とともに

衛生管理者巡視等でも確認が必要でしょう。健康管理

では、配置前健康診断や特殊健康診断、特定業務従事

【制度改正の概要】

危険性・有害性が確認されていない物質

一定の危険・有害な物質

ＰＣＢ等
健康障害多発
（特にリスクの高い業務あり）

重度の健康障害あり
（十分な防止対策なし）

胆管がん
発生

8物質

健康障害発生
（使用量や使用法
によってリスクあり）

116物質

640物質

○一定の危険性・有害性が確認されている化学物質（安全データシート（SDS）の交付が義務づけられて
　いる640物質）について、事業者に危険性又は有害性等の調査（リスクアセスメント）を義務付ける。

約6万物質

石綿等
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化学物質対策 
【目標】・危険有害性の表示と安全データシートの交付を行っている
　　　　化学物質製造者の割合を80％ 以上とする
　○化学物質の有害性情報を収集、蓄積、共有する仕組みを構築 
　○発がん性に着目した化学物質の有害性評価、評価結果を踏まえた規制を加速 
　○危険有害情報の伝達・提供とリスクアセスメントを促進 

表１. 化学物質による健康障害防止対策（第12 次労働災害防止計画）

図２. 化学物質管理の基本的考え方

１．すべての化学物質の把握

２．リスクアセスメント実施

３．代替物質への転換の検討

４．作業環境管理の徹底と改善

５．作業管理の適正化

６．健康管理

７．体制構築と教育の実施

＊危険有害性について掲示や絵表示を行う

＊換気装置等を利用して安全な環境を確保する

＊ばく露を最小限とするため保護具等を
　適切に利用する

＊配置前健診や特殊健診を実施し、健康管理
　上問題がある場合は就業措置等を実施する

＊定期教育の実施、作業主任者や衛生管理者
　体制の構築
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者健康診断等を通して、就業の適否を判断することが

求められます。作業環境管理、作業管理、健康管理を

合わせて３管理といい、化学物質管理においても重要

事項ではありますが、その手順としては、作業環境管

理から重視して実施していくことが大切で、特に各種

健康診断には限界もあるため、健康管理にのみ頼る対

策とならないようにしましょう。

　また、体制構築と教育の実施という観点では、化学

物質の危険性・有害性情報を把握し、それを現場の労

働者に周知徹底する体制を作る必要があります。衛生

管理者や産業医の選任、職場巡視、衛生委員会の実施

など法的事項はもとより、中小規模事業場においても

安全推進者、衛生推進者、作業主任者等の選任と活用

が必須でしょう。

　有機溶剤については、有機溶剤中毒予防規則（以下、

有機則）が定められており、44種類の有機溶剤が第１

種から第３種に分類され、それぞれ事業者が実施すべ

き対策が決められています。大量に取り扱う職場から、

少量多種類を取り扱う職場までさまざまですから、工

程に合わせて対策を実施する必要があります。また、

有機溶剤においては、慢性中毒だけでなく、急性中

毒や火災事例といった突発的な労災事例が発生して

おり、作業工程のトラブル対応時や一人作業時、非

定常的な現場作業、換気不十分な屋内作業、建設現

場等では高濃度ばく露に特に注意が必要です。

　まず事業場では取扱い状況を把握します。脱脂目

的の洗浄用から各種物質の混合、溶解用、さらに接

着剤やインク等の多様な使用目的があり、大量に使

う場合からたまに少量のみ使う場合まであり、作業

状況に合わせてSDSを活用の上リスクアセスメント

を行います。労働者が有機溶剤と認識していない場

合や使用製品が混合物で詳細がわからない場合など

もあり留意を要します。有機則でも特に発がん性等

の危険性が高い物質を特別管理物質としており、で

きるだけ代替物に転換すること、やむを得ず取り扱

う場合でも使用量の削減や作業環境管理等の対策を

徹底することが必要です。また、未規制の有機溶剤

3.有機溶剤を例として

1） 使用状況の把握とリスクアセスメント、
　  代替物への切り替え

　平成24年5月、大阪の印刷事業場において校正印刷

業務に従事した労働者に胆管がんが多く発生したこと

が産業医科大学の研究者により学会報告されました。

その後、厚生労働省において業務と疾患発症の関連性

を検討する委員会が設置され検討を重ねた結果、「校正

印刷業務でインク洗浄剤として大量に用いられた1,2-

ジクロロプロパンに長期間、高濃度ばく露したことが

原因で発症した蓋然性が極めて高い」とする報告書が公

表され、労働災害にも認定されました。

　報告書では、疾患発症の状況が、通常若い人には珍

しい胆管がんが当該業務においては若い人にも多く発

症していること、過去にさかのぼり調査をすると発症

者の累積数が多く当該作業の従事者に集積していると

考えられること、現場の調査等を通して当該作業場の

換気が不十分であることによる高濃度のばく露があり、

いわば作業環境管理が不十分であったこと、使用して

いる複数の化学物質の中で発症者の作業履歴から1,2-

ジクロロプロパンがもっとも原因物質として疑わしい

物質であること等が指摘されています。

　その後、1,2-ジクロロプロパンは、労働安全衛生法に

より表示義務等の対策が追加され、特定化学物質障害予

防規則の第２類物質として特別管理物質の対応が義務化

されました。同時に有機溶剤中毒予防規則に準拠した規

制も受けるなど、化学物質管理の規制が強化されていま

す。このように、労働者の健康障害が明らかになった化

学物質は規制され、安全と健康を守ることになります。

　本件から理解すべき重要なことは、化学物質を使用

する場合には法的規制に対応することはもちろんです

が、未規制であっても有害性がないことを意味してい

るわけではないため、リスクアセスメント等を通して

適切な化学物質管理を推進すること、まずは作業環境

管理の徹底によってばく露を低減することなどがあり

ます。作業環境の改善なく安易に作業管理、特殊健診

等の健康管理に頼ることは避けるべきでしょう。労働

者を危険や健康障害から守るために、基本的なことを

忘れてはなりません。

印刷事業場と胆管がんコラム 1
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であっても、コラム１にあるように、後から有害性

が判明することも多く、慎重な使用と確実な対策が

求められます。

　有機溶剤は揮発性等から拡散と気流による移動など

を考慮して作業環境を適切に管理します。その手順は、

まずは発生源の密閉化、隔離化であり、次に局所排気

装置、そして全体換気装置という位置づけとなります。

局所排気装置では、囲み型、ダクト型、プッシュプル

型等を、工程を考慮して設置を検討します。作業管理

では、マスク、手袋、作業着等を用いて、有機溶剤の

　中小規模の事業場では、化学物質管理に関する専門

スタッフがいないことが多く、対応に苦慮する場合が

あります。そのため、厚生労働省をはじめ、事業者に

よる化学物質管理の適正化を目指して、さまざまな支

援ツールや制度があります。

1. コントロール・バンディング

　厚生労働省のwebサイトに「職場のあんぜんサイト」

が開設されており、多くの中小規模事業場が参考にし

ています。このwebサイトに「リスクアセスメント実施

支援システム」という化学物質管理の支援ツールがあ

り、コントロール・バンディングが実施できます。コ

ントロール・バンディングとは、化学物質を取り扱う

作業ごとに、化学物質の有害性、物理的形態（揮発性や

飛散性）、取扱量の3要素をSDSを参考に入力（選択）す

ることで、リスクのレベルを4段階にランク分けして、

該当するランクに応じた一般的な管理対策を示すとと

もに、自動的に労働者へのばく露量を推定して、推定

したばく露量に基づいたばく露防止のための必要な対

策を具体的に示すツールです。専門的知識を有する人

材を確保することが難しい中小規模事業場等でも比較

的簡便に利用できることが高く評価されています。

厚生労働省：職場のあんぜんサイト：http://anzeninfo.

mhlw.go.jp/
＊サイト画面右下の「リスクアセスメント実施支援システム」を参照。

2. 各地の産業保健総合支援センターおよび地域窓口

　各地の産業保健総合支援センターでは、各専門分野

の相談員を置き、窓口相談・実地相談として、産業保

健に関するさまざまな問題について、専門スタッフが

実地または、センターの窓口（予約）、電話、電子メー

ル等で相談に応じ、解決方法を無料で助言しています。

化学物質管理に詳しい専門家に頼ることが難しい中小

規模事業場においても、具体的事項を相談することが

できます。地域窓口では主に50人未満の事業場の対応

を行っています。

労働者健康福祉機構：産業保健総合支援センター：

http://www.rofuku.go.jp/
＊サイト画面右側の「産業保健総合支援センター」を参照。

3. 中央労働災害防止協会による

　 安全衛生サポート事業

　中央労働災害防止協会では、専門家の確保が難しい

中小規模事業場への支援として安全衛生サポート事業

を実施しています。産業現場における化学物質管理だ

けでなく、広く安全と衛生に関する支援を受けること

ができ、専門家の実地派遣等を通して、確実に事業場

の安全衛生のレベル向上を目指すことできます。個別

支援と集団支援があり、いずれも無料で受けることが

できます。また、同協会が実施する中小企業支援とし

ては、中小規模事業場安全衛生相談窓口も開設されて

います。

中央労働災害防止協会

安全衛生サポート事業：https://www.jisha.or.jp/

chusho/index.html

中小規模事業場安全衛生相談窓口：https://www.

jisha.or.jp/chusho/soudan.html

化学物質管理の支援についてコラム 2

吸収経路へのばく露を防ぎます。この場合に、呼吸に

よる吸収だけでなく、皮膚からの吸収にも注意が必要

です。常時作業に従事する労働者には、配置前健診、

特殊健診を行います。健診結果は、作業環境管理や作

業管理が適正かどうかの指標にもなります。

　有機溶剤においては研修を受講した者に作業主任者

として、職場のリーダーシップを取ってもらうことが

有効です。労働者の指導、局所排気装置のチェック、

保護具の管理等は作業主任者が中心となり、現場で実

施する必要があります。

2） 作業環境管理、作業管理、健康管理

３） 衛生教育と体制づくり
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　(独)労働者健康福祉機構（以下、機構）は平成27年４

月23日、24日の２日間、第１回『復職（両立支援）コー

ディネーター基礎研修』を総合研修センター（川崎市）

で開催した。受講したのは、全国の労災病院に所属

する医療ソーシャルワーカー（以下、ＭＳＷ）、専門・

認定看護師等の44人。研修内容は、治療と就労の両

立支援（以下、両立支援）のための講義と、疾患別グ

ループワークでのロールプレイ、事例検討等である。

　研修後、院内の連携に変化が生まれ、コーディネー

ターによる両立支援事例が大幅に増加した病院があ

るなど早くも目に見える成果が把握されている。

　機構では今後に向けて、研修内容のさらなる充実

と受講対象の拡大等に向けた検討を始めているとい

う。この研修により両立支援コーディネーターの養

成に取り組む目的と第１回基礎研修の成果、今後の

展望について、東京労災病院治療就労両立支援セン

ターの小山文彦両立支援部長に説明していただいた。

　

　「がん、脳卒中、糖尿病、メンタルヘルス不調を抱

える労働者の治療と就労の両立のためには、多くの

場合、医療と職域間の連携が必要です。しかし治療

現場では、職域との連携に注力できるほどの自由度

が乏しいといった理由から、十分な連携が機能して

いません。一方、職場においてもそうした労働者に

対する支援の実効性が確保できないことが多い。両

立支援コーディネーター基礎研修は、医療と職域間

の連携機能を円滑化させ、両立支援を促進すること

を目的として企画し、開催

しました」。小山部長は、基

礎研修の目的についてこの

ように説明した。

　また、各都道府県労働局

の運営指針となる『地方労働

行政運営方針』において、「平成27年度に総合労働行

政機関が推進する最重点施策の１つに、『復職等支援

コーディネーター』の養成を行うことが挙げられてい

ます。機構の基礎研修は、期せずして、この労働行

政の動きにもマッチしているものですから、先駆的

な取組みになることができればとの思いも持って進

めています」と労働行政におけるニーズにも触れた。

　基礎研修の実施にあたり、小山部長らはまず機構

の両立支援事業実施者らの先行知見と、産業保健・

労働衛生関連法規・復職支援にかかる専門知識と教

育・研修スキルを合わせたカリキュラム案を構想し

た。続いて、両立支援コーディネーターを担うＭＳ

Ｗ等が支援現場で求めていることや研修で学びたい

ことを予備調査し、これらを教材に反映。そうして

完成した基礎研修の内容は主に、『コミュニケーショ

ン技術・闘病に伴うメンタルヘルス』、『産業保健・

労働衛生・職場ニーズ』、『職業情報・職場環境に関

する知識・技術等』を基盤に、『疾患別に治療面に関

する知識』を土台から積み上げて習得し（図１）、「が

んの患者さんだから、脳卒中だからといった見方で

1. コーディネーター養成の目的

（独）労働者健康福祉機構
 復職（両立支援）コーディネーター基礎研修 開催報告

東京労災病院 治療就労両立支援センター

第１回基礎研修の内容と成果、
今後に向けて

2. 実践に即した教材を作成

 小山文彦 両立支援部長
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はなく、どういう職場で働いているのか等、両立支

援にあたって必要な専門性獲得を目標とした総論的

な内容です」と小山部長。この教材は、各職場に持ち

帰ってからもハンドブックとして活用できる内容を

目指して丁寧に作成した。

　疾患別のグループ研修では、専門分野以外のこと

も学べるよう、各講師が45分間の研修を２回ずつ行

うプログラム内容とした。

　第１回基礎研修の時間は全体で500分。朝から開催

すれば１日でもできるが、小山部長は「朝開始では遠

方の受講者は前泊することになります。職場から貴

重な時間をもらって来るのですから、より有意義な

研修となるよう、あえて皆で宿泊する日程とし、交

流の機会をつくりました」とプラスαの狙いを明かし

た。実際、初日の研修後に意見交換を行った。する

と夕食時も懇談が続き、日頃の悩みや苦労話の共有、

方法の確認等が自然に話し合われ、「コミュニティが

生まれました。研修が終了し、各病院に帰っても、

このコミュニティのやり取りはメール等で続いてい

くでしょう」と小山部長。まずこのことが第１回基礎

研修の１つの成果であるとも語った。

　第１回基礎研修に対する受講者の満足度は高く、

感想や意見には、「実践応用に適当である」、「モデル

事業（治療就労両立支援事業）への意欲が高まった」、

「定期的な研修開催・スキルアップの機会を求める」

等の前向きな内容が多かった。

　さらに６月末までに見えてきた成果として、小山

部長は次の内容を挙げた。

　がんの両立支援について協力病院９カ所とテレビ

会議を実施したところ、各コーディネーターが基礎

研修を契機としてスムーズに発言するようになった。

その内容には、院内の協力を得て能動的に動けるよ

うになり、患者さんと話すと両立支援のニーズが

キャッチできるようになった、という事例があった。

また、東京労災病院では『医療サポートセンター』を

立ち上げ、ペイシェント・フロー ･マネージメント（Ｐ

ＦＭ）の流れの中で、両立支援のできるＭＳＷが患者

さんのニーズに応じたサポートを行っていく院内の

連携体制を確立。その流れで、昨年は実績のなかった

脳卒中の両立支援が今年は（四半期で）10例を数える。

　「ＭＳＷが元々の経験やノウハウに加えて、基礎研

修を修了して専門的なアイデンティティーを獲得した

ことにより、両立支援に注力しやすくなっています。

そのことが院内の連携にもよい影響を与えており、結

果的に新規事例の両立支援につながったと思います」

と小山部長は東京労災病院における変化を分析した。

　今後も事後評価を行いながら基礎研修を重ね、平

成28年度以降はアドバンスド・コース（応用研修）の

開催を計画している。

　「基礎研修の受講対象者は、機構内のＭＳＷ、専門・

認定看護師等を網羅して実績を重ねた後、専門職の

団体や学会と連携して対象を拡大し、将来的にはコー

ディネーターの資格化を目指しています。両立支援

コーディネーターが広く医療機関に配置され、ハロー

ワークに配置されている就労支援ナビゲーター等と

連携すれば、疾病等による退職後の就職支援の場合

にも、提供する医療知見の質の向上も期待できます」。

小山部長はこのように今後を語り、養成研修のさら

なる充実に意欲を示した。

治療と就労の両立

傾聴・支持技法、ストレス対処、多軸アセスメント視点

コミュニケーション技術・闘病とメンタルヘルス

職域との連携・労務管理・労働衛生関連法規

産業保健・労働衛生・職場ニーズ

職業情報、生活動作能力の評価等

職業情報・職場（作業）環境

糖尿病 がん 脳卒中 メンタル

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
評
価

ア
ウ
ト
カ
ム
評
価

病態・治療

図１. 復職（両立支援）コーディネーター基礎研修の概念

3. 第１回基礎研修の反響と
　 その後の成果

4. コーディネーターの
 　資格化を目指す
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1）当事者
（１）訴えた側　訴えたのは、死亡した A（死亡時25歳）

の遺族である両親（原告ら、被控訴人ら、上告人ら。

以下「Xら」という。）である。

（２）訴えられた側　訴えられた（被告、控訴人、被上

告人。以下「Y」という。）のは、ソフトウェアの開発等

を業とする会社である。

2）Ｘらの請求の根拠
　Xらは、Aの死亡は、長時間労働や配転に伴う業務

内容の高度化・業務量の増大等により精神障害を発症

し、正常な判断ができなくなった状態で過度の飲酒を

したことによるものであり、Aの業務を軽減する措置

等を怠ったYには安全配慮義務違反があるとして損害

賠償（Xら各々に5,000万円と遅延利息）を請求した。

3）事実関係の概要
（１）Aは、平成15年４月にSEとしてYに入社し、ネッ

トワーク関係のシステム設計等の業務に従事していた

が、平成18年７月からは携帯電話端末組込ソフト開

発プロジェクト（リーダーはC）に配属され（以下「本件

配転」という。）、協力会社社員Bと二人のチームのリー

ダーとして調査検討業務や単体試験業務を担当した。

（２）本件配転で、Aには質的にも異なる新たな知識・

技術等の習得が必要となったが、チームでただ一人

の正社員でもあり速やかな習熟が期待された。

（３）調査検討業務は、顧客との共同作業を必要とし

たが、Aは作業が遅く、「Bなら早い」と顧客から苦情

が出ることがあった。また、ソフトの改修や再試験

等に予定以上の時間がかかり、Aの残業時間も増加し

ていった。

（４）９月頃には、作業を急ぐ必要から、Aは難易度の

高い調査検討業務から外され、単体試験業務のみを

命じられた。

（５）Aは８月頃から、自宅で疲れた様子をみせるよ

うになった。Cも、この頃、Aが落胆している、少し

元気がないと感じることがあった。

（６）９月15日朝、Aは、自宅を出た後無断欠勤をして

L市に赴き、河川敷のベンチでウイスキー等をラッパ

飲みする等の過度な飲酒をし、翌16日午前０時頃、

死亡した（死因は急性心不全の疑い）。

（７）Aの死亡前１カ月間の時間外労働時間数は約112

時間、その前は105時間であった。

（８）Aの死亡について、中央労働基準監督署長は業務

災害と認め、Xらには、遺族補償年金等が支給された。

　１審および２審の主な争点は、①Aの業務上の心理

的負荷の有無、②Aの精神障害発症の有無、③Aの死

の業務起因性、④Yの予見可能性および安全配慮義務

違反の有無、⑤過失相殺であった。

安西法律事務所　弁護士　木村恵子 きむら けいこ● 安西法律事務所 所属。専門は労働法関係。近著は
「労働法実務 Q&A800 問（共著・労務行政研究所編）」など。

　本判決は、Aが過度の飲酒により死亡したのは、過重業務によって発症した精神障害が原因であると

して、Aの遺族が会社に対して安全配慮義務違反に基づく損害賠償を請求した事案の最高裁判決である。

最高裁では、遺族補償年金の損益相殺的調整が争点となり、過去の最高裁判決を変更する判断が示さ

れたことで話題となった。また本事案は、直接の死因である過度の飲酒は、過重業務に起因する精神

障害により正常な行為選択能力が阻害されたことによるものであるとして、会社の責任を認めた点等

にも特徴がある。そこで本稿では、これらの点についても、紙幅の許す限り紹介する。

最高裁大法廷平成27年３月４日判決（労判1114号６頁）
東京高裁平成24年３月22日判決（労判1051号40頁）
東京地裁平成23年３月７日判決（労判1051号50頁）

過度の飲酒で死亡したのは、過重労働による精神障害発症が原因と、会社に対し安全配慮
義務違反による損害賠償を請求した事案

フォーカスシステムズ事件

1.  事案の概要

2. １審および２審の争点

産業保健スタッフ必携！　おさえておきたい基本判例 ㉑
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　１審は、①について、Aは、本件配転により担当業

務に必要な知識・技術の習得に多大な労力と時間が

必要であったこと、合同作業から外されたこと等の

心理的負荷は大きく、長時間労働に従事したことも

負荷を与えたとした。

　②については、Aには９月上旬に気分障害発病の兆

しがあり、９月15日には解離性遁走を発病したとし、

③については、Aの精神障害は業務における心理的

負荷に起因し、Aの過度の飲酒は、「うつ病および解

離性遁走という精神障害により、正常な認識、行為

選択能力が著しく阻害された病的心理の下でなされ

たア」として、Aの死亡とYの業務との間に相当因果関

係を認めた。

　④についても、C等は、Aの長時間労働を認識して

いたのに、業務軽減措置をとらず、また、本件配転

に伴う指導・支援体制を整えていた事実もないとし

て、Yの責任を認めた。

　その上で、⑤について、Aのブログやゲームに時間

を費やす等の生活態度が睡眠不足に影響をしたこと、

希望すれば産業医面談を受けることができたのに、

それらを利用して精神的につらい状態にあることの

申出をしなかったことイ等を考慮し、２割の過失相殺

を認めた。

　２審判決も、おおむね１審判決の①ないし④の判断

を維持した上で、⑤については、上記下線イを過失と

は認めない一方で（イは削除）、就寝前のブログやゲー

ムにより睡眠不足を増長させたことは軽視できない

として、過失３割を減額すべきとした。

　また、Xらが支給を受けている遺族補償年金等は、

損害の元本から控除すべきとした。

　最高裁では、遺族補償年金の損益相殺的調整のみが

争点となり、以下の判断がなされた。

　死亡した被害者の相続人が「遺族補償年金の支給を

受け、又は支給を受けることが確定したときは、」「逸

失利益等の消極損害の元本との間で、損益相殺的な調

整を行うべきものと解するのが相当であるウ。」そして、

遺族補償年金が「制度の予定するところと異なってそ

の支給が著しく遅滞するなどの特段の事情のない限

りエ、その填補の対象となる損害は不法行為のときに

填補されたもの」と評価し得るとして、原則、元本か

ら控除すべきことを明確にした。

１. 遺族補償年金の損益相殺的調整
　損害額の算定において、既支給または支給が確定

している遺族補償年金等は、損害の公平な分担の見

地より、同質性が認められる利益から控除し得ること

に争いはないが、損害賠償額の元本と遅延損害金の

どちらから控除すべきかについては見解が分かれてい

た１）。いずれの見解かによって支払うべき金額には大き

な差が生じていたが２）、最高裁は、大法廷判決３）により、

上記下線エのような事情がない限り、下線ウのように、

損害額の元本から控除すべきことを明らかにした。

２. 過度の飲酒と業務起因性
　業務による過重な心的負荷と過度な飲酒は、直ち

に結びつくものではないが、本件では、上記下線アの

ように、精神障害を発症したことを中間項のようにお

き、因果関係を認めた。かかる手法は、相当因果関

係の範囲を過度に広範としかねず疑問であるが、使用

者としては、やはり、精神障害の発症につながる長時

間労働等心理的負荷となる出来事を生じさせないよう

に努めるほかないであろう。また、本件では、１審が

下線イの事実を被災者の過失としていたが、２審は、

この部分を否定した。本件では、産業医面談が任意

であった以上、申出をしなかったことを過失とすること

は困難であるとの判断であろう。長時間労働となって

いる者については面談を命ずること等も一考であろう。

ワンポイント解説

1）支払いが確定した給付等の額が損害額に満たない場合は遅延損害金に充当すべきとした判決（最高裁第２小法廷平成16年12月20日判決）と、元本から控除すべ
きとした判決（最高裁第２小法廷平成22年10月15日判決）とがあった。

2）遅延損害金にかかる民法所定の利率が年５分と高いこともあり、支払額には大きな差が生じていた。
3）大法廷は、最高裁判所の15人の裁判官全員で構成され、憲法判断、過去の最高裁判決の変更等の際に、大法廷で審理することとなっている。

3. １審判決の概要
4. ２審判決の概要

5. 最高裁判決
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　確かにまだ慣れないところもあるかもしれません

が、ミス等が度重なるといろいろ懸念されてしまいま

すね。初めのうちは早く慣れてもらおうとご指導され

ていたことでしょう。Ａさんは年齢的にも社会経験が

まだ浅いように見受けられますが、前の職場での働き

方が気になります。自宅でも仕事をするなど頑張って

いたようですが、涙が出てしまうというのは、何か感

情的に強く揺さぶられる出来事や関わりがあったのか

もしれません。その出来事に関連する内容に触れるよ

うなことがあると反射的に涙が出てしまうのでしょう

か。その辺りに焦点を当ててみましょう。

　いろいろなことを話してもらうことは難しいとは

思いますが、心のうちを話していただける、“心を語

る”ような関係を少しずつ時間をかけて構築し、話を

丁寧に聴いてみることをお勧めします。Ａさんご自

身の成長のあゆみや、前の職場でのこと、本人自身

の捉え方などについて「よかったら話を聴かせてくだ

さい」とお伝えしてみてはいかがでしょうか。

　話を聴く際には、「眠れていますか」「食事はとれ

ていますか」という内容から入ると話しやすいと思い

ます。「仕事のほうはどう？」ということも聴いてみ

ましょう。さらに話の中で「最近、気分等の変化はな

いですか」と併せて聴きましょう。睡眠状態には特に

注意し、心配なときは産業医等へつなぎます。また、

専門性が必要な状態と思われる際には、産業医の先

生に相談して、その後の対応について指導を受ける

ことも一つの手です。あるいは心理職への面接・相

談も考えられます。自分自身のことがわからなくなっ

てしまうこともあるため、そんな自分を知るという

意味からもカウンセリングをお勧めすることもよろ

しいと思います。

　ご自身がどのように考えられているのか、話さな

いとわからないものです。じっくり話を聴いてもら

うことで、Ａさんの肩の荷が降りることもあります。

それが今の自分に向き合うことになり、自己成長に

つながると思います。

　当社は従業員数200人の事業場です。４カ月前に転職してきたＡさん（20歳代 女性）は、まだ慣れない部

分もあるとは思いますが、仕事のスピードも遅く、連絡事項を忘れる、メモした紙を失くす、注意されて

も同じミスを繰り返す、さらに少し注意しただけで涙を流してしまう――など、気がかりな状態が続いて

います。前の職場での様子を聞くと、厳しい指導を受けることも度々あり、仕事を自宅へ持ち帰ることもあっ

たようです。

　最近は仕事を休みがちになり、携帯電話にかけても連絡がつかないこともあるため、非常に心配です。

上司としてどのように対応したらよいか困っております。

事例

欠勤をして連絡が取れなくなる社員の対
応に苦慮しています。

独立行政法人労働者健康福祉機構　産業保健・賃金援護部

産業保健アドバイザー、看護職、シニア産業カウンセラー　菅野由喜子

本人の気持ちをよく聴くことと、緊急連絡先な
ど連絡体制の整備を図りましょう。

事例
　に学ぶ　メンタルヘルス 22

対応

上司からの相談
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　職場へ毎日出勤しているのならば日々の様子が確

認できますが、休んで連絡がとれない状況は本当に

心配ですね。Ａさんには、社会人としてのルールや「報

連相」など連絡の大切さについて、すでにご指導され

ているとは思いますが、それでも連絡のつかない状

況が続く場合は、次に出社された際に「職場への連絡

ができなかった状況」を書き留めておいていただき、

振り返りをしながら共通性の有無や心身の体調も含

めて確認してみましょう。その後も定期的な面談を

続けて、様子をみていくことが必要です。長い目で

見た場合、お互いの理解につながり、改善の方向性

も見えてくると思います。

　また、連絡がつかないことについて、ご家族と一

緒に暮らしている場合は、緊急連絡先としてご家族

の連絡先をお聞きしておけば何らかの対応ができる

と思います。一人暮らしでどうしても連絡のつかな

い場合は、自宅まで行ってみることが先決です。女

性の同僚と上司の方が一緒に訪問して無事を確認し

ましょう。しかし、自宅にいるのかいないのかよく

わからない、反応がまったくない場合はどうでしょ

うか。プライバシーの問題もあり簡単にできること

ではありませんが、賃貸住宅であれば管理会社等へ

連絡するのも一つの手段です。１日以上連絡が取れ

ず、玄関のドアをたたいても反応がない、さらに何

らかの疾患を持っているなど人命との関わりがある

場合、迷わずに確認する手段を通常から考えておく

必要があります。状況次第では公的な機関をお願い

せざるを得ない場合もあることを想定しておきま

しょう。危機介入に近い対応にもなりますが、何も

なかったことをよしとして、最悪の事態も考えて行

動をしないといけない場合があります。事業場がど

こまで実施するのか、介入するのか、非常に迷うこ

とですが、組織として事前に連絡体制を整えておき

ましょう。

　筆者は以前、このような状況に遭遇した際、警察に

事情を説明して協力をお願いしたことがありますが、

消防車や救急車も配置され、仰々しい雰囲気の中で不

安と公的機関を呼んだことに戸惑いを感じながら安否

確認したのを覚えています。

　お休みする前日等の状態はどうだったのでしょう。

何事もなく、休む気配にも気づかないことも多くあ

ります。従業員に対して、関心・気配りをもって声

かけをする、そしてつなぐ、この基本をもって「いつ

もと違う変化」（表１）に早く気づくことが予防につ

ながります。それにはセルフケアおよび管理監督者

の教育研修等の実施を継続していきたいですね。

　最近は、メール等のやりとりが多く、言葉で話す

職場環境が少なくなっている現状もお聞きしますが、

大いに言葉を交わしていきましょう。

　また、労働安全衛生法が改正され、12月１日より

ストレスチェック制度1）が始まります。50人以上の事

業場では１年に１回実施され、その実施結果はスト

レスプロフィールとして本人へ通知されるため、自

分でストレスの状態を確認できるようになります。

今後、Ａさんにもストレスチェックを受検していた

だき、その結果も大いに活用していただけるとよろ

しいですね。まずは自分の状態を知ることが第一歩、

何でも話せるような職場環境に、働きやすい職場づ

くりを視野に対応していきましょう。

参　考
1） 厚生労働省： 職場におけるメンタルヘルス対策等　ストレスチェック制度．
　 http://www.mhlw.go.jp/bunya/roudoukijun/anzeneisei12/

欠勤をする前の様子に変化は
ありますか？

緊急連絡先の確認を

表１. 「いつもと違う」部下の様子

  1. 遅刻、早退、欠勤が増える。特に月曜日、３連休後の
火曜日に休んでしまう。

  2. 休みの連絡がない（無断欠勤がある）。
  3. 残業、休日出勤が不釣合いに増える。
  4. 仕事の能率が悪くなる。思考力・判断力が低下する。
  5. 業務の結果がなかなか出てこない。
  6. 報告や相談、職場での会話がなくなる（あるいはその逆）。
  7. 表情に活気がなく、動作にも元気がない（あるいはその
逆）。

  8. 不自然な言動が目立つ。
  9. ミスや事故が目立つ。
10. 服装が乱れたり、衣服が不潔であったりする。
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　安来市は島根県の東端に位置し、ヤスキハガネの名が

今に残る鉄工の町である。JR山陰本線安来駅から車で５

分、安来鉄工センターの一角にある株式会社ナカサは、

昭和59年の鉄工センター創設に伴い本社工場を建設、生

産拠点を確立した。昭和27年の創業以来、特殊鋼加工を

主業務として、自動車部品や医療機器部品、コンピュー

タ部品、機械部品、工具部品等を製造、生産管理から発

送に至るまでの一貫した工程管理で業容を拡大してきた。

　平成25年７月、安全衛生活動において厚生労働大臣表

彰を受け、今年の６月には195万時間無災害を達成する等、

日頃から安全衛生に対する意識が高く、その延長線上で

従業員の健康づくりにも積極的に取り組んでいる。同社

のユニークな産業保健活動を紹介する。

　「昭和59年の安来鉄工センターの創設とともに、当社も

日立金属㈱のグループ会社の一員として当地に移転しま

した。現在50の企業（鉄工系が中心）で、日立安来関係会

社安全衛生協議会（以後、関安協）という組織を形成、『団

結と切磋琢磨』を掲げ、経済や技術の情報発信と、安全衛

生や福利厚生活動に取り組んでいます。関安協の指導の

下、お互いに学び合い、あるいは刺激を受ける環境にあっ

たことが、当社の従業員の健康づくりへの取組みに大き

な影響を与えたように思います。ほかの事業場の取組み

を模範にしながら、当社独自の活動を進めてきま

した」と、大場信康代表取締役社長が口火を切った。

　まず紹介したいのは、現在１日２回実施されて

いるラジオ体操である。安来鉄工センターに本社

工場を建設したことをきっかけに、ラジオ体操用

の音響設備を購入、以来32年間、全員参加のもと

連綿と続けられている。製造業の分野では毎朝ラ

ジオ体操を行う事業場は多いが、１日２回の実施

となるとあまり例がない。そのことが評価され、

平成20年７月の中国ラジオ体操連盟会長賞の受賞

につながった。大場社長はじめ経営陣も率先して

実践、大場社長は個人の部でも表彰されており、「ゴ

ルフでコースに出る前にも必ずラジオ体操をして

健
康
維
持
の
取
組
み
を

多
彩
に
展
開
し

元
気
な
職
場
づ
く
り
を
実
現

株
式
会
社
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サ

社員食堂の一角に置か
れた血圧計と電動ウォー
カーは自由に使える

中小企業の産業保健 第6回 

１日２回のラジオ体操でリフレッシュ

22　産業保健 21　
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います」とのこと。

　「始業前の８時20分と昼休みの12時40分に恒例の

音楽が流れると一斉にラジオ体操が始まります。夜

勤もありますし、特殊鋼を扱う緊張感が常にありま

すから、何よりも安全が優先される職場です。従業

員によると、朝の体操は『さあ、今から頑張るぞ』と

いうやる気を誘い出し、昼の体操は眠気防止に功を

奏するそうです。時間は短くても真剣に正しく行う

と汗がにじんでくるほどの運動量があります。ま

た、不思議なもので体調の悪いときは気分が乗りま

せんから、ラジオ体操は今や従業員一人ひとりの健

康のバロメーターとなっています」と同社の従業員

の健康管理を一手に引き受ける若狭春美管理課長

は語る。

　「当社には現在100名の従業員がいますが、そのう

ちの７割を占める男性社員の平均年齢が38歳という

若い会社ですから、今後健康で長く働き続けること

は従業員の大きな目標となっています。また、当社

の基本方針として、年齢や性別に関係なく人材登用

を図っていることもあり、すべての従業員がいきい

き働ける職場づくりこそ会社を発展させる鍵だと考

え、そのためにさまざまな取組みを展開しています。

ユニークなのは出勤時に課長職以上が参加する『声

掛け運動』でしょうか。しっかりとお互いの目を見

て大きな声で挨拶し合うことから当社の１日がはじ

まります。職場の上長と朝一番に顔を合わすことで、

部下の微妙な体調の変化に気づくことができます

し、声を出してはっきりと挨拶することが当たり前

になれば風通しのよい職場が生まれると私たちは考

えています」と若狭課長。

　また、社員食堂の一角には血圧計と電動ウォー

カーが置かれ、従業員が自由に使えるようになって

いる（写真）。電動ウォーカーは２台目で、いろいろ

なデータが計測できる現在のものに変えてから利用

者が増えた。大切なのは従業員一人ひとりが自分の

健康の大切さに気づくことで、定期的に血圧を測る

習慣が生まれただけでも大きな成果である。

　産業医との交流も大切にしていることの一つで、

同社の社内報には産業医が健康について情報を発信

する「健康コーナー」が設けられている。現在、毎月

第３木曜日に産業医のパトロールと面談があるが、

普段なかなか触れられない産業医の言葉を、活字を

通して受け止めることで、それぞれの健康の気づき

に大いに役立っている。

　さらに、福利厚生活動の一環として、毎年６月に

は夕方からソフトバレーの大会を実施、ボーリング

大会も年２回開催して、日ごろの運動不足を補うだ

けでなく、従業員同士のコミュニケーションを図る

格好の場となっている。

　「私が一番感心するのは出勤率の高さです。98％

前後という高出勤率は、大企業ではなかなか達成で

きません。私は本体の日立金属から５年前に当社に

移ってきましたから、つい比較をしてしまうのです

が、この出勤率の高さは、いかに健康な人間が多い

かということだと思います。だから職場がとても明

るい。そのことは誇ってよいことだと思います」と

楊
やない

井由平顧問が言葉を添えた。

　「もちろん課題は山積しています。喫煙問題はい

まのところ喫煙室で休憩時のみとなっていますが時

代の流れに沿って全面禁煙の方途も探っていかねば

なりません。また、今のところメンタルヘルス面で

は大きな問題が起こっていませんが、ストレス

チェック制度の導入に備えて、窓口を創設しなけれ

ばと考えています。何よりも従業員の健康管理に情

熱を持って取り組んでくれる人材を育てて、健康づ

くりの体制をさらに強化していきたい。大場社長や

楊井顧問の協力を得ながら、誰もがいきいき働ける

職場づくりを目指していきます」と若狭課長がきっ

ぱり。全社一丸となった挑戦が続く。

健康促進のための多彩な取組み

株式会社ナカサ　
事業内容：特殊鋼精密鋳造品の加工および金型設計製作
設　　立：昭和 27 年
従 業 員：100 人
所 在 地：島根県安来市

会社概要

今後の課題
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　当機構の第３期中期目標（平成26年度から平成30年

度まで）では、「研修、相談又は指導を行った産業保

健関係者や事業主等に対してアウトカム調査を実施

し、有効回答のうち70％以上につき具体的に改善事

項が見られるようにすること」が掲げられました。

　このことを受け、平成26年11月17日（月）から同年

12月26日（金）まで、センターの利用者（事業場担当者

を含む。以下同じ。）8,879人を対象にアンケートを実

施（有効回答数は4,610人（有効回答率：51.9％））しま

した。以下、調査結果のポイントを紹介します。

１）利用目的

　センターを利用した目的（疑問や課題等があった内

容）（複数回答）は、「健康管理全般への対応（50.7％）」

の割合がもっとも高く、「職場におけるメンタルヘル

ス対策（43.0％）」、「健康保持増進（職場のメンタルヘ

ルスを除く）（21.2％）」、「労働衛生管理体制の構築

（17.6％）」が続く。また、事業場規模49人以下では、「健

康管理全般への対応」の割合がもっとも高かったが、

50人以上では、「職場におけるメンタルヘルス対策」

がもっとも高かった。

２）平成25年度から現在までに利用したサービス

　センターの利用回数は、「２～３回（40.4％）」がもっ

とも高く、２回以上利用した割合の合計は68.3％であ

り、繰り返し利用されている。具体的に利用したサ

ービス（複数回答）は、事業場規模49人以下では「健診

結果の医師の意見聴取」の利用割合が、50人以上では

「産業保健研修」の利用割合がもっとも高かった。

　事業場の産業保健活動の取組み状況は図１のとお

りであり、それぞれの取組み状況にばらつきがある

ものの、活性化していることが窺える。また、事業

場規模が大きくなるにつれ、取り組んでいる事業場

の割合がおおむね高く、さらに、利用したサービス

が『ない』に比べ『ある』場合では、事業場の産業保健

活動の内容で取組みへの効果が見られる。

１）利用者本人にとっての効果

　センターを利用したことにより何らかの効果があ

った割合は回答者の95.7％であり、その内訳（複数回

答）は図２のとおりであった。また、産業医などの産

業保健スタッフでは、「メンタルヘルスに関する助言・

指導能力が向上」がもっとも高く、「労働者への健康

教育での指導力が向上」が続く。経営者や人事労務担

当者では、「健康診断結果の措置に関する説明力が向

上」がもっとも高く、次いで、「労働者への健康教育

での指導力が向上」に効果があった。

２）事業場にとっての効果

　センターを利用したことにより何らかの効果があ

った割合は回答者の91.3％であり、その内訳（複数回

答）は図３のとおりであった。また、事業場規模999

人以下では「健康に対する意識が向上」が、1,000人以

上では「メンタルヘルス対策が充実」がもっとも高か

った。さらに事業場規模が小さくなるほど、「健康に

対する意識が向上」を挙げる割合が、事業場規模が大

6産業保健総合支援
　　センターの活動

産業保健活動総合支援事業の利用効果
（独）労働者健康福祉機構　産業保健・賃金援護部

1.センターの利用状況
3.センターを利用したことによる効果

2.事業場の産業保健活動の
　取組み状況

　産業保健総合支援センターおよびその地域窓口（地域産業保健センター）（以下、センター）の利用者
にセンターの利用効果について調査を実施した結果、事業場における産業保健活動の内容で取組みへ
の効果が見られ、また、回答者の95.7％が利用者本人にとって何らかの効果があり、さらに91.3％が事
業場にとって何らかの効果がありました。
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きくなるほど、「メンタルヘルス対策が充実」を挙げ

る割合が高くなる傾向があり、事業場規模49人以下

では「健康診断受診率が向上」に、事業場規模50～

299人では「衛生委員会が活性化」に効果が高い。

○利用者のニーズとしては、利用したサービスを再

度利用する傾向がある。特に、産業保健総合支援

センターは、産業保健スタッフを中心に活用され

ていたが、職場のメンタルヘルス対策への取組み

等が課題となる中、事業場の人事労務担当者、管

理職等が活用している状況があることから、これ

ら利用者のニーズを捉え、事業の拡充等を図って

いくことが重要である。

○センターを利用した目的やサービスにおいて、中・

大規模事業場では健康管理全般への対応に加え、

職場のメンタルヘルス対策に取り組んでいること

が窺えるが、小規模事業場では主に健康管理全般

への対応に留まっており、より一層の取組みの促

4.調査結果の考察および今後の課題

図 2. 利用者本人にとって効果があった項目 図 3. 事業場にとって効果があった項目

図1. 事業場の産業保健活動の主な取組み状況（平成25年度当初と平成26年10月末現在の比較）

（複数回答；n＝4,057）

（％）0 10 20 30 40 50 60 70

メンタルヘルス対策が充実 26.0％

衛生委員会が活性化 15.8％

健康に対する意識が向上 59.8％

身体的・精神的な疲労など
のストレス感が減少 7.5％

作業環境や作業内容が改善 13.1％

職場の照明、騒音などの
環境が改善 5.2％

職場の人間関係など
職場風土が改善 7.0％

健康診断受診率が向上 16.2％

健康診断結果の
有所見率が低下 6.7％

喫煙率が低下 9.4％

メンタルヘルス不調者の
数が減少 4.1％

年次有給休暇取得率が向上
（休暇がとりやすくなった） 4.8％

長時間労働者の割合が減少
（帰りやすくなった） 10.0％

特になかった 8.7％

その他 4.4％

健康診断結果の措置に
関する説得力が向上

　労働者への健康教育での
指導力が向上

　メンタルヘルスに関する
助言・指導能力が向上

　職場における改善を要する
問題の発見能力が向上

　事業主への産業保健対策に
ついての説得力が向上

　
特になかった

　
その他

（複数回答；n＝4,206）

（％）0 10 20 30 40 50

23.8％

43.4％

27.8％

37.0％

4.3％

3.0％

45.7％

労働者への衛生教育・健康教育の実施

定期健康診断の実施

健診後の事後措置（保健指導等を含む）

職場のメンタルヘルス対策（職場復帰支援を含む）

職場の受動喫煙防止対策

（％）

取り組んでいる

以前より取組みを充実させた

今後1年以内に取り組む予定

取組み状況が後退した

取り組んでない

不明

無回答

取り組んでいた

取り組んでいなかった

不明

無回答

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

56.4％ 8.9％ 13.7％
60.3％ 25.3％

74.7％ 15.0％

46.7％ 9.5％ 20.9％
48.3％ 38.1％

56.2％ 6.5％ 18.5％
58.0％ 28.2％

85.7％ 4.3％
0.7％

89.8％ 1.3％

73.7％ 8.4％
3.9％

※上段：平成26年10月末現在 ※下段：平成25年度当初

進が重要である。

○利用したサービスによって、事業場の産業保健活

動の内容で取組みへの効果や、利用者本人や事業

者にとっての効果が見られることから、影響を与

えていることは明らかである。そのため、リピー

ターに留まらず、より一層の事業の利用について

中小規模事業場を中心にすすめていくことは、事

業場の産業保健活動の活性化、ひいては全国の労

働衛生水準の向上を図るためにも重要である。

参考文献
平成26年度産業保健活動総合支援事業アウトカム調査報告書.
http://www.rofuku.go.jp/Portals/0/data0/sanpo/eap/download/
H26sanpo_outcomehokoku.pdf
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　防毒マスクについては、労働安全衛生法第42条に

基づき、国が定める規格（型式検定）に合格したもので

なければ使用させてはならないこととなっています。

　また、「防毒マスクの選択、使用等について」は、

平成17年２月７日付け基発第0207007号で示され、

その中で、「防毒マスクの使用に当たっての留意事

項」が10項目記載されています。

　「防毒マスクの使用時間」については、

 ・防毒マスクの取扱説明書等及び破過曲線図、製造

者等への照会結果等に基づいて、作業場所におけ

る空気中に存在する有害物質の濃度並びに作業場

所における温度及び湿度に対して余裕のある使用

限度時間をあらかじめ設定し、その設定時間を限

度に使用させること。

 ・防毒マスク及び防毒マスク用吸収缶に添付されて

いる使用時間記録カードには、使用した時間を必

ず記録させ、使用限度時間を超えて使用させない

こと。

 ・なお、従来から行われているところの、防毒マス

クの使用中に臭気等を感知した場合を使用限度時

間の到来として吸収缶の交換時期とする方法は、

有害物の臭気等を感知できる濃度がばく露限界濃

度より著しく小さい物質に限り行っても差し支え

ないこと。

──とされています。

　なお、脂肪族ハロゲン化合物の中には、ジクロロ

メタンのように、試験ガスと比べて、破過時間が極

めて短いものがあるため、吸収缶の交換時期に留意

する必要があるものもあります。

　「破過曲線図」を使用するには、作業環境測定を実施

し、作業場所のガス濃度を確認する必要があります。

　また、平成26年の労働安全衛生法の改正により、

平成28年６月１日から有機溶剤を含む一定の危険性・

有害性が確認されている化学物質（労働安全衛生法第

57条の２及び同法施行令第18条の２に基づき、安全

データシート（SDS）の交付義務対象である640物質）

についてリスクアセスメントの実施が義務となりま

すのでお知らせします。

Q 有機ガス用防毒マスクの吸収缶の
交換時期について
　わが社では、労働者に有機ガス用防毒マスクを使用させていますが、

吸収缶の交換時期の目安はあるのでしょうか。

吸収缶に添付されている「破過曲線図」（破過時間
（吸収缶が徐毒能力を喪失するまでの時間）とガス
濃度の関係を図にしたもの）により使用限度時間を
設定する方法があります。

提供・協力　富山産業保健総合支援センター
副所長　松平光永

実践・実務の

A

防毒マスクの使用時間

さんぽくん



　厚生労働省は６月25日、平

成26年度の「過労死等の労災補

償状況」を取りまとめた。

　脳・心臓疾患に関する事案

の労災補償状況については、

763件（前年度比：21件減）とな

り、３年連続で減少。支給決

定件数も277件（同：29件減）と

なり、２年連続で減少した。

　しかし、精神障害に関する

事案の労災補償状況について

は、請求件数は1,456件（同：

漫画：久
く ぼ
保　久

ひさお
男

47件増）、支給決定件数も497

件（同：61件増）となり、とも

に過去最多となった。請求件

数については、製造業、医療・

福祉、卸売・小売業の順に多

いが、決定件数は、製造業、

卸売・小売業、運輸業・郵便

業の順に多い。また、職種別

に見ると、専門的・技術的職

業従事者がもっとも多く、年

齢別では、「40 ～ 49歳」がもっ

とも多くなっている。

　７月24日、「過労死等の防止

のための対策に関する大綱」が

閣議決定された。これは、昨

年11月に施行された「過労死等

防止対策推進法」を踏まえ、過

労死等の防止対策を効果的に

推進するために定められたも

ので、「過労死をゼロにし、健

康で充実して働き続けること

のできる社会へ」というキー

ワードのもと、過労死に関す

る調査研究や啓発、相談体制

の整備などについての取組み

が示されている。

　大綱には、事業主が取り組

む重点対策として、産業保健

スタッフ等の専門的知見の活

用についても記されており、

「常駐するスタッフが適切な役

割を果たすよう環境整備を図

るとともに、産業医がいない

規模の事業場では、産業保健

総合支援センターを活用した

体制の整備を図るよう努める」

とある。

　厚生労働省は今後、大綱に

即して、関係機関と連携し各

対策に取り組む。

厚労省から

精神障害の労災請求・支給決定件数ともに過去最多
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厚労省から

「過労死等の防止のための対策に関する大綱」決まる

テーマ：社会構造の変化と勤労者医療の進化 

会　期：平成27年11月22日（日）・23日（月・祝） 

会　場：昭和大学旗の台キャンパス（〒142-8555 東京都品川区旗の台1-5-8）

会　長：有賀　徹（昭和大学病院 病院長）

第63回　日本職業・災害医学会学術大会のお知らせ
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抽選で15名様に
 プレゼント！

・回答者は、ご本人の個人情報について、個人情報保護法に基づいて
開示、訂正、削除をご請求いただけます。
  その際は下記窓口までご連絡ください。

独立行政法人労働者健康福祉機構情報公開・個人情報窓口
電話：044-556-9825（受付時間9：00～17：00）
　　　／土・日・祝日を除く
ホームページ：http://www.rofuku.go.jp

・個人情報の取り扱い全般に関する当機構の考え方をご覧になりたい
方は、労働者健康福祉機構の個人情報保護のページをご覧ください。
・賞品発送のために使用した個人情報は、当機構の定める方法に基づ
き全て消去いたします。

《注意事項》
※当選通知はEメールにて行いますので「メールアドレス」は必ずご記
入ください。
＊賞品の発送のために住所・氏名・電話番号・ご希望のタイトルをご記
入願います。
＊ご意見・ご感想もあわせてご記入ください。
《個人情報保護方針》
・ご提供いただいたお名前・ご住所などの個人情報は、「賞品の発送」の
ために利用させていただきます。
・上記の利用目的の範囲内で、個人情報および配送業者を含む委託先会
社に、開示・提供することがありますが、個人情報保護法を遵守させ、
適法かつ適正に管理させますので、予めご理解とご了承をいただけま
すようお願いいたします。

《応募先》sanpo21@mg.rofuku.go.jp　                    《応募期間》平成27年10月１日～10月31日
《解　答》平成28年１月第83号にて掲示します。なお、ホームページにて11月に解答・解説を掲示します。

労働安全衛生法の一部を改正する法律（平成26
年法律第82号）について、化学物質管理に関す
る記述のうち、誤っているものは次のうちどれか。

① 一定の危険性・有害性が明らかな化学物質等につ
いて、譲渡又は提供する際の容器又は包装へのラ
ベル表示、安全データシート（SDS）の交付及び化
学物質等を取り扱う際のリスクアセスメントの対策
を講じるものである。

② リスクアセスメントの結果を記録保存するとともに、
リスクアセスメントの結果やこれに基づき講ずる労
働者の危険又は健康障害を防止するため必要な措
置の内容等を作業場の見やすい場所に常時掲示す
る等により、労働者に周知する義務がある。

③ リスクアセスメントの実施時期としては、原材料等
として新規に採用するときや、作業方法を変更する
ときであり、従来から取り扱っている物質を従来ど
おりの方法（作業手順、使用する設備機器等に変
更がない）で取り扱うときには実施する必要はない。

屋内作業場において、第二種有機溶剤等を使
用して常時洗浄作業を行う場合の措置として、
正しいものは次のうちどれか。ただし、有機溶
剤中毒予防規則に定める適用除外及び設備の
特例はないものとする。

① 作業における空気中の有機溶剤の濃度を、６カ月以

内ごとに１回、定期に測定し、その測定結果等の記録
を３年間保存する。また、測定の結果、第２管理区分と
なった作業場所については、評価結果、作業環境の改
善措置等を作業場の見やすい場所に掲示する等により
周知する。

② 有機溶剤業務に従事する間、作業場所に設けた局所
排気装置について、外付け式フードの場合は0.4ｍ/ｓ
以上の制御風速で稼動させる。

③ 作業に常時従事する労働者に対し、６カ月以内ごとに
１回、定期的に、特別の項目について医師による健康
診断を行い、その結果に基づき作成した有機溶剤等健
康診断個人票を３年間保存する。

労働安全衛生関連法令における1,2-ジクロロプロ
パンに係る規定について、誤っているものは次のう
ちどれか。

① 特定化学物質障害予防規則において特定化学物質の
第２類物質の「エチルベンゼン等」と同様に位置づけら
れていることから、有機溶剤予防規則の一部規定が
準用される。

② 特定化学物質障害予防規則での規制の対象となる業
務は、屋内作業場において、1,2-ジクロロプロパン及
び同含有物を用いて行う洗浄または払拭業務である。

③ 1,2-ジクロロプロパンを取り扱う業務は、健康管理手
帳交付対象業務ではない。

Q3:

産業保健クエスチョン
このコーナーでは産業保健に関するクイズを出題しています。正解者には右ページにご紹介します、『働く女性と健康
─ 多様な視点からのヘルスケア』を５名様、『日本で一番やさしい職場のストレスチェック制度の参考書』を10名様に
抽選でプレゼントいたします。解答および当選者は、次号第83号（１月号）に掲載させていただきます。

Q1:

Q2:

※81 号の解答：Q1③、Q2①、Q3②◆81号のクエスチョン当選者
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当選者：  岡本大亮さん／東京都、田中優司さん／岐阜県、
　　　　 宮本輝和さん／神奈川県、柳原博樹さん／岩手県、S.O さん／兵庫県

編集委員（五十音順・敬称略）

河野啓子　学校法人暁学園四日市看護医療大学名誉学長
髙田　勗　独立行政法人労働者健康福祉機構名誉医監
浜口伝博　ファームアンドブレイン社代表／産業医
東　敏昭　学校法人産業医科大学学長
道永麻里　公益社団法人日本医師会常任理事

相澤好治　北里大学名誉教授
石渡弘一　神奈川産業保健総合支援センター所長
泉　陽子　厚生労働省労働基準局安全衛生部労働衛生課長
小川康恭　独立行政法人労働安全衛生総合研究所理事長
加藤隆康　株式会社グッドライフデザイン技術顧問
亀澤典子　独立行政法人労働者健康福祉機構産業保健担当理事

委員長
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　本書を就労する妊産婦

の健康管理の本であると

思って読み始めるとその

スケールとボリューム感

に圧倒される。産婦人科の権威である著者は産業医

学、公衆衛生学、社会学、医史学、国際医療と膨大

で壮大な知識を惜しみなく本書に盛り込んでくれた

のではないかと思う。就労の有無に関わらない妊産

婦に限らない女性の幅広い年齢層に向けた充実した

内容と、男女の比較、国際間の比較、過去から現代、

はては未来に及ぶ多面体的な構成となっている。本

書は働く女性の健康管理を多くの視点から整理して

おり、読み終えると老若男女のメンタルヘルスそし

　この本を端的に示すキー

ワードは、①「信頼性」、②

「配慮（わかりやすさ・使い

やすさ）」、③「実務感覚」で

ある。制度趣旨やカウンセ

リング・マインドが繰り返し強調されている点も特

筆される。いずれも筆者の現職（巻末・p４）、経歴・

経験（ｐ93以下・102以下）、交流相手、それらのベー

スにある人柄や努力の反映と思われる。

　何より、従業員数50人以上の「中小企業＋α」を主

な対象としたところ（表紙・ｐ５・11など）に、著者

の自信と良心をみる。現に、中小企業者が重視する

傾向にある、①経済性や利益性、②わかりやすさ、

③即応性は、おおむね充たされている。となれば、

企業規模を問わず役立つに違いない。

　他方、「参考書」とのタイトルと実際の内容に、ロ

著者：武谷雄二　　発行：産業医学振興財団　 　定価：（1800円＋税）

著者：石見忠士　  　発行：労働調査会　 　定価：（800円＋税）

働く女性と健康
─ 多様な視点からのヘルスケア

日本で一番やさしい職場のストレス
チェック制度の参考書

てフィジカルヘルスケアを網羅することができる、

産業保健スタッフにとっては欲しかったがこれまで

なかった参考書となっている。是非まずは最初に通

読し、後には現場で汗をかきながら問題にあたった

ときにその項目に立ち返って読み返していただきた

い。必ず問題解決のヒントあるいは回答がそこにあ

り、著者から働く女性へ送られた応援メッセージを

感じることができる。もちろん、働く女性自身に読

んでもらい本書をセルフケアの教科書として活用し

ていただければ、日本の就労女性の健康管理度の向

上に寄与することは必至と考える。

江畑智恵（就労女性健康研究会、
江畑労働衛生研究所・蒼風軒）

ングセラーへの意欲が見える。すでに、amazonの「経

営管理」の「労働・総合」カテゴリでは幾度か売上１位

を記録し、重版が決定しているが、評者は、制度の

運用実績も踏まえた改訂によるさらなる展開の可能

性を強く感じ、期待もしている。公的な資料を適切

に踏まえつつも、制度の普及の観点で独自の意義を

感じているからである。

　具体的な内容面では、第５章の客観的に綴られた

制度策定の経緯と第６章の中小規模事業場を中心と

した好事例の組み合わせ（対照）が、本書の特徴をよ

く示している。制度に関する説明は、全体的に、法

規則や実施マニュアル等のポイントの整理や図解、

実務的観点からの解釈、実践例、相談先や研修情報

などの情報提供から成っている。

三柴丈典（近畿大学法学部教授、
（一社）産業保健法学研究会）　  

産業保健 ●Book Review
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〒 060-0001　札幌市中央区北１条 西７丁目

 　1番地 プレスト1・7ビル２F

〒 030-0862　青森市古川 2-20-3 

　 朝日生命青森ビル８Ｆ

〒 020-0045　盛岡市盛岡駅西通 2-9-1

　 マリオス 14Ｆ

〒 980-6015　仙台市青葉区中央 4-6-1 

　 住友生命仙台中央ビル 15Ｆ

〒 010-0874　秋田市千秋久保田町 6-6

　 秋田県総合保健センター 4Ｆ

〒 990-0047　山形市旅篭町 3-1-4

　 食糧会館 4Ｆ

〒 960-8031　福島市栄町 6-6

　 ＮＢＦユニックスビル 10Ｆ

〒 310-0021　水戸市南町 3-4-10

　 住友生命水戸ビル 8Ｆ

〒 320-0811　宇都宮市大通り 1-4-24

　 MSCビル 4Ｆ

〒 371-0022　前橋市千代田町1-7-4

　 群馬メディカルセンタービル2Ｆ

〒 330-0063　さいたま市浦和区高砂2-2-3 

　 さいたま浦和ビルディング6Ｆ

〒 260-0013　千葉市中央区中央 3-3-8

　 オーク千葉中央ビル 8Ｆ

〒 102-0075　千代田区三番町 6-14

　 日本生命三番町ビル 3Ｆ

〒 221-0835　横浜市神奈川区

　 鶴屋町 3-29-1　第 6安田ビル3Ｆ

〒951-8055　新潟市中央区礎町通二ノ町

　 2077　朝日生命新潟万代橋ビル 6Ｆ

〒 930-0856　富山市牛島新町 5-5

　 インテックビル（タワー111）4Ｆ

〒 920-0031　金沢市広岡 3-1-1

　 金沢パークビル 9Ｆ

〒 910-0006　福井市中央 1-3-1

　 加藤ビル 7Ｆ

〒 400-0031　甲府市丸の内 2-32-11

　 山梨県医師会館 4Ｆ

〒 380-0936　長野市岡田町 215-1

　 日本生命長野ビル 4Ｆ

〒 500-8844　岐阜市吉野町 6-16

　 大同生命・廣瀬ビル地下１Ｆ

〒 420-0034　静岡市葵区常磐町 2-13-1 

　 住友生命静岡常磐町ビル 9Ｆ

〒 460-0004　名古屋市中区新栄町 2-13

　 栄第一生命ビルディング9 Ｆ

〒 514-0003　津市桜橋 2-191-4

　 三重県医師会館 5Ｆ

TEL：011-242-7701

FAX：011-242-7702

TEL：017-731-3661

FAX：017-731-3660

TEL：019-621-5366　

FAX：019-621-5367

TEL：022-267-4229　

FAX：022-267-4283

TEL：018-884-7771

FAX：018-884-7781

TEL：023-624-5188

FAX：023-624-5250

TEL：024-526-0526

FAX：024-526-0528

TEL：029-300-1221

FAX：029-227-1335

TEL：028-643-0685

FAX：028-643-0695

TEL：027-233-0026

FAX：027-233-9966

TEL：048-829-2661

FAX：048-829-2660

TEL：043-202-3639

FAX：043-202-3638

TEL：03-5211-4480

FAX：03-5211-4485

TEL：045-410-1160

FAX：045-410-1161

TEL：025-227-4411

FAX：025-227-4412

TEL：076-444-6866

FAX：076-444-6799

TEL：076-265-3888

FAX：076-265-3887

TEL：0776-27-6395

FAX：0776-27-6397

TEL：055-220-7020

FAX：055-220-7021

TEL：026-225-8533

FAX：026-225-8535

TEL：058-263-2311

FAX：058-263-2366

TEL：054-205-0111

FAX：054-205-0123

TEL：052-950-5375

FAX：052-950-5377

TEL：059-213-0711

FAX：059-213-0712

〒 520-0047　大津市浜大津 1-2-22 

　 大津商中日生ビル 8Ｆ

〒 604-8186　京都市中京区車屋町通御池下ル

　 梅屋町 361-1 アーバネックス御池ビル東館5F

〒 540-0033　大阪市中央区石町2-5-3  

　 エル・おおさか南館9Ｆ

〒 651-0087　神戸市中央区御幸通6-1-20

 　三宮山田東急ビル8Ｆ

〒 630-8115　奈良市大宮町 1-1-32 

　 奈良交通第 3ビル 3Ｆ

〒 640-8137　和歌山市吹上 2-1-22   

　 和歌山県日赤会館 7Ｆ

〒 680-0846　鳥取市扇町115-1  

　 鳥取駅前第一生命ビルディング6Ｆ

〒 690-0003　松江市朝日町477-17

　 明治安田生命松江駅前ビル７F 

〒 700-0907　岡山市北区下石井2-1-3

　 岡山第一生命ビルディング12F

〒 730-0011　広島市中区基町 11-13

　 広島第一生命ビル５Ｆ

〒 753-0051　山口市旭通り 2-9-19

　 山口建設ビル 4Ｆ

〒 770-0861　徳島市住吉 4-11-10

　 徳島県医師会館 2Ｆ

〒 760-0025　高松市古新町 2-3

　 三井住友海上高松ビル 4Ｆ

〒 790-0011　松山市千舟町 4-5-4

　 松山千舟 454ビル 2Ｆ

〒 780-0870　高知市本町 4-1-8 

　 高知フコク生命ビル 7Ｆ

〒 812-0016　福岡市博多区博多駅南 2-9-30

 　福岡県メディカルセンタービル 1Ｆ 

〒 840-0816　佐賀市駅南本町 6-4

　 佐賀中央第一生命ビル４Ｆ

〒 852-8117　長崎市平野町 3-5

　 建友社ビル 3Ｆ

〒 860-0806　熊本市中央区花畑町 9-24

　 住友生命熊本ビル 3Ｆ

〒 870-0046　大分市荷揚町 3-1

　 いちご・みらい信金ビル 6Ｆ

〒 880-0806　宮崎市広島 1-18-7

　 大同生命宮崎ビル 6Ｆ

〒 890-0052　鹿児島市上之園町 25-1

　 中央ビル 4Ｆ

〒 901-0152　那覇市字小禄1831-1

　 沖縄産業支援センター２Ｆ

TEL：077-510-0770

FAX：077-510-0775

TEL：075-212-2600

FAX：075-212-2700

TEL：06-6944-1191　

FAX：06-6944-1192

TEL：078-230-0283　

FAX：078-230-0284

TEL：0742-25-3100　

FAX：0742-25-3101

TEL：073-421-8990　

FAX：073-421-8991

TEL：0857-25-3431　

FAX：0857-25-3432  

TEL：0852-59-5801　

FAX：0852-59-5881

TEL：086-212-1222　

FAX：086-212-1223

TEL：082-224-1361　

FAX：082-224-1371

TEL：083-933-0105　

FAX：083-933-0106

TEL：088-656-0330　

FAX：088-656-0550

TEL：087-826-3850　

FAX：087-826-3830

TEL：089-915-1911　

FAX：089-915-1922

TEL：088-826-6155　

FAX：088-826-6151

TEL：092-414-5264　

FAX：092-414-5239

TEL：0952-41-1888　

FAX：0952-41-1887

TEL：095-865-7797　

FAX：095-848-1177

TEL：096-353-5480　

FAX：096-359-6506

TEL：097-573-8070　

FAX：097-573-8074

TEL：0985-62-2511　

FAX：0985-62-2522

TEL：099-252-8002　

FAX：099-252-8003

TEL：098-859-6175　

FAX：098-859-6176

北海道

青　森

岩　手

宮　城

秋　田

山　形

福　島

茨　城

栃　木

群　馬

埼　玉

千　葉

東　京

神奈川

新　潟

富　山

石　川

福　井

山　梨

長　野

岐　阜

静　岡

愛　知

三　重

滋　賀

京　都

大　阪

兵　庫

奈　良

和歌山

鳥　取

島　根

岡　山

広　島

山　口

徳　島

香　川

愛　媛

高　知

福　岡

佐　賀

長　崎

熊　本

大　分

宮　崎

鹿児島

沖　縄


